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「大正期Jにおける「武官教師Jl)

(体操科担任教員)創出の試み

安藤

On Establishment of“Mi1itary Teacher" (as Athletic 
Teacher) in the Period of “Taishδ" 

Yutaka ANDO 

1 

戦前日本において，いわゆる「箪の教育要求」とは，何か特別の学力形成上の要求ではな

く r箪人精神」の基礎としての「忠君愛雷j イデオロギーの描養と「箪紀」の基礎としての
「瓶従への歓喜」を養成することとに要約されよう。兵種や階級によって必要度の差はあるが，

組織された戦闘集団を形成するという限りでは，城丸章夫氏が指摘するように f……フランス

革命以来の近代の箪隊は， 取りたてて， ~寧隊用』の学力を必要としないというところに特徴

があるJ2)のである。 だからこそ徴兵に際してのいわゆる「選兵基準」において「体格jが第

一義的意味を持ちつづけて来たのである。

この箪にとって，最も必要な兵士としての素質たる体位の向上と服従の養成は，学校教育

にあっては「体操科」を中心として行なわれることになる。ちなみに，体操科は寧とのかか

わりが深い。 ドイツにおける学校体操の成立は，軍人の手によるものだったし， イギジス民

衆学校における体操は退役軍人によって指導されていた3)。小論では，かかる意味で，軍が最

も注呂した体操科のあり方とそれの教員養成のあり方に対する寧の要求を中心として論及す

る。

体操科のあり方に対する箪の要求は，日蕗戦後の寧制改革後，森有礼以来課せられていた

兵式体操を軍事教練として意味あらしめることをB的として提起され，この要求は，いわゆる

総力戦段摘においては，まるごと寧の教練体系に組み入れようとする衝動をさえ生起させ，そ

れを実現させるに韮る。

こうした体操科に対する要求は当然にもそれの教員養成に対する要求を伴った。寧は当

初，退役軍人の救済手段として学校における兵式体操教員として，彼等を学校に送り込もうと

した。しかし 「大正期jに至っては，そのことは決して単なる救済手段ではなく，学校教育

を箪隊教育に直結させる連繋者として，積極的意義付けがおこなわれるのである。そこで小論

では，公的機関における体操教員養成の沿革にも言及しそこにおける体操教員養成の問題に

もふれながら， 教員検定制度にもとづく f武官」の教員登用制度， 及び「大正期」における

「武官教師J創出の試みを中心として，寧の教育要求とその実現過程について素描する。

1)控室事歩兵中尉加藤一平『米国普通学校ノ箪事:教育ノ笑況及日本ノ学校ニ於ケノレ家事教育エ対スノレ私見

((承前))~ r借行社記事J(第503号，大IE5年 6J3 5日)で，加藤が， 日本の学校における家事教育を述
べる際， r文官教師」と区別して使用した用認。
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2)城丸宝章夫『察隊の要求と学力J]， I季刊国民教育J第27号， 1976，労働旬報社。

3)梅根悟監修「世界教育史大系J31 Ir体育史J]p. 11， p. 160以下。 1975，講談社。

2 

戦前日本における体操科教員の養成は， 1878 (明治 11)年に創設された「体操伝習所」めに

はじまる。 問所は，鵠い教師ジョージ.E・リーランド，坪井玄道を中心として体育教授法の普

及に努め， 1886 (明治 19)年までに，総数235名の「伝習員」を養成し，各府県に配置した。

彼らは，師範学校を中心に，伝達講習会，民間体育会の組織化など体育の普及と初等教員養成

tこ一定の成果をあげた3)。

1881 (明治 14)年， リーランド帰国の前後から問所の性格は変化する4)。 つまり，体育教

員の養成を体操の技術取得にのみ嬢少化し さらに， 兵式体操がとり入れられた5)。 これに

よってj学校体育は，その出発点から，食間な教員養成制度と統一を欠く教科内容をど内包する

に至った。

次に指摘しておかなければならないのは， 1885 (明治 18)年文部省連日号「府県立学校の

兵式体操及軽体操に関する件J6)についてである。間違は， I……体育ノ改良就中兵式体操実施

方準備ノ為メ……兵式体操及軽体操ノ教員タルヘキ者ヲ教養シ……府県立学校ノ体操教員タラ

シム」ことを臼的とし 「陸軍歩兵下士ニシテ常備現役ヲ離レ一箇年以内ノ者J25名を「修業

員J(第ニ条)として召募し，本宮たる下士宮としての職務上の理由のほかは三年の奉職義務を

課し体操教員として各府県に配寵しようとするものであった。 この措置は， 1883 (明治 16)

に改正された観兵令に元老院広おける九鬼隆一ら7)の強い主張で，その第二章，第十二条「現

役中殊ニ技芸ニ熟シ行状正ナル者及ヒ官立学校(小学校ヲ除ク)ノ歩兵操練科卒業証言雲ヲ所持

スル者ハ， 其期未タ終ラスト難モ帰休ヲ命スルコトアル可シJ8) と規定されたためにとられた

ものである。文部省は，これら諸学校の歩兵操練科の内容を規定するため，歩兵大尉倉山唯永

(戸山学校)を文部省御用係兼伝習所勤務とし翌年から官公立学校において演留すべき歩兵操

練科の程度，実施の方法などな調査せしめその復申にもとづき9)，達 13号にあるような体操教

員の養成に着手したので、ある10)。 こうして，いわゆる「武官教締」が創出され，官公立諸学校

に配置されたのである。体育教師の武官依存という構造は，こうして出発したのである。

唯一の体育教員養成機関として曲りなりにも機能していた「体操倍習所jは， 1885 (明治

18)年3月をもって東京師範学校の附属となり，翠 1886年に「多クノ卒業生ヲ出シ全国諸学校

ニ体接科教員供給略十分ユシテ概ネ当初設立ノ目的ヲ達シタノレヲ得J11) たとして，躍止され

た。同年養成期間 1年の体操専修科が東京師範学校に開設されたが12)，それ以降体育教員養成

は途絶え， 1899 (明治 32)年体操専修科が再び開設されるまで、十年以上にわたって，事笑上公

立の養成機関は存在しないこととなった。そして，この制度的空白を補填したのが，教員検定

制度にもとづく軍人経験者の体育教員登用制度であった13)。

中等教員検定制度は， 1884 (明治 17)年，文部省逮第8号「中学校師範学校教員免許規程J14) 

によって中等教員資格制震に導入された。 これは I学部J第四十一意に規定された「大学免

状jつまり卒業証書をもって中等教員資格とする規定に加えて，検定によって免許を与え，中

等教員需要に応えようとするものであった。検定は， I品行学力J(第I条)について行なわれ，

品行は， r学校教員品行検定規則J(明治 14年)にもとづいて，学力は I……左ノー学科若ク
ハ数学科ニ就イテJ(第二条)行なわれ，次のように学科が指定された。
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修身，和文，漢文，英語，仏語，独語，算術，代数…・・・榔量，天文，生理，植物関

画，唱歌，体操，農業，工業 (向第二条)

さらに f競刻」は，霞接検定を原郎としつつも無試験検定方式をもf制制H隊j度化した1向5め)

つづいて，初代文部大箆森有宇礼Lのもとで， 1886 (明治 19)年「尋常師範学校尋常中学校及

高等女学校教員免許規則J16)が定められ，免許状の取得方式について，教員養成方式と教員検

定方式が制度化され17)， r……体操専修科卒業生ニハ体操ノ教員免許ヲ授与スJ(第二条)とさ
れた。 次で， 1892 (明治25)年 r検定を出願する者の中に，時々学科の区分等を誤解し英範
間外に主主り出願する者がある J18) という理由で，教員検定課長から「学科の区分に関する通牒」

が出された。 この通諜で，体操科は r……受験人ノ望ニ出歩兵式体操，普通体操ノ各科ニ分
チテ試験ヲ受クルコトヲ得19) とされ， これによって箪人経験者の無試験登用制度の条件が形

成された。

1894 (明治 27)年「尋常師範学校尋常中学校高等女学校教員免許検定ユ関シ規定スルコト

左ノ如シJ(文部省令第八号)21)が定められ，無試験検定の出願資格に改正が施された。即ちそ

の第4条において， r左ニ掲グル者ニ限リ学力ノ試験ヲ須ヰスシテ検定ヲ行フj とし「元体操
伝習所卒業生ハ普通体操ニ関シ陸軍教導団卒業生ハ兵式体操ニ関、ン第一項ニ依ルコトヲ得」と

された。ここで第一演とは，

という規定である。

ノ官立学校ニ於テ教員ノ職ニ適スノレ教育ヲ受ケタル卒業生J

こうして，軍人経験者の体育教員の誼接登用制度が制度化されたので、ある。この規定は，

1900年(明治33)年，中等教員資格を勅令段階で法制j化した「教員免許令J22) (勅令134号)を

受けて定められた「教員検定に関する規程J23)(文部省令第10号)において，さらに拡大され

た。つまり，間規程第2条において「検定ヲ為スヘキ学科目ぺ……体操ハ，普通体操，兵式

体操ノ二部ニ分チテ検定ヲ出願スノレコトヲ得……」と，体操が省令段階で2部に分かたれ，さ

らに第五条無試験検定受験資格の規定の但警において次のように規定された。

左ニ掲グノレ者ノ、体操ニ関シ前項第一号ニ準スルコトヲ得

陸軍歩兵科士官

一 元陸軍教導団歩兵科卒業生
土ゴ 腹案歩兵科下士官任官後満四年以上現役ユ服シタノレ者

四.私立院本体育会体操学校本科優等卒業生

とされたのである。

ここで、1i， が， 同条第一項に規定されている「文部大臣ノ指定シタル

官立学校24)ノ卒業生及選科修了生Jと開等に扱われている。さらに，この但警の規定では，退

役した者と明記していなし、から現役武官に対しても教員登用の道を開いたものと評価し得るの

である。

こうして登用された「武官教師jは表-1にみる如く，検定の時点だけでも 50%を維に越

す比率を示ずに至る。この比率は， 1899 (明治 32)年文部省令第43号によって定められた無資

格教員の任用25)を含めて考えるならばもっと高いものになるであろう。

こうして， 1895 (明治 28)年以来つづけられてた軍人経験者の教員登用制度は， 食間な教

員養成制度を決定づけたばかりでなく，体育教部の地位，教科内容の食間をもたらした。その

ことの意味について考察しておこう。

第1に， II室接登用された「武官教師j の教職者としての水準を「官立学校」と比較してみ
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袋一1

年
下it 叫tI ~軍人比率

次 試験合格者

1895 (現28) 8 (17) 33 ( 41) 41 5 ( 19) 1 (13) 47 70‘2 

1896 ( 29) 6 (39) 53 ( 54) 59 10 ( 48) 4 (10) 73 72.6 

1897 ( 30) 9 (25) 85 ( 89) 94 14 ( 30) 24 (24) 38 132 64.4 

1898 ( 31) 18 (41) 45 ( 47) 63 10 ( 46) 23 (23) 33 96 46.9 

1899 ( 32) 15 (60) 70 ( 86) 85 24 ( 57) 42 (43) 66 151 46.4 

1900 ( 33) I 21 (31) 229 (243) 250 15 ( 25) 2 ( 8)*1 17 267 85.7 

1901 ( 34) 0(0) 40 ( 40) 40 14 (115) 20 (21)*2 34 74 54.1 

体 繰り ii) 

1902 (現35) 20 ( 88) 16 ( 17) 36 1) 明治34年「教育免許に関する規程中j改正

1903 ( 36) 18 (143) 79 ( 85) 97 
によって，兵式体操，営遜体換を一本化

2) *1，汽明治33年には表中以外に「体操j で
1904 ( 37) 22 (100) 75 ( 80) 97 1名，明治 34年には，試験合格者 14(115)，

1905 ( 38) 20 (128) 114 (120) 134 無試験合格者20(21)を出している。作霊長の

1906 ( 39) 16 (200) 178 (187) 194 関係で記入しなかった。

1907 ( 40) 23 (149) 42 (113) 65 
3) r文部省年報」第24-42年報より作成

1908 ( 41) 21 (201) 66 ( 80) 87 

1909 ( 42) 19 (109) 75 ( 94) 94 

1910 ( 43) 18 (107) 1 ( 3) 19 

1911 ( 44) 13 ( 95) 2 ( 3) 15 

1912 ( 45) 10 ( 99) 25 ( 31) 35 

1913 (大 2) 7 (104) 13 ( 18) 20 

ょう。

まず r師範教育令Jで，尋常師範学校，中学校， 高等女学校の教員養成学校と位置づけ
られた高等師範学校の教育課程を見てみよう。

第凶学年

倫理， I'i喜怒，漢文，英語，論理主学，数学，音楽，体操

倫理，教苦手学，心濠学，国語，淡文，1s:諮(又は独語L歴史，哲学，言語学，生物学，

E色濃学，体操

倫怒，教育学，宅雪学，地主主，歴史，法制，経済，英語，生物学，体操

倫理，教育学，心主主学，数学，物理学，化学，哲学，英諮， ~辺警喜，手こζ体操

倫走塁，教育学，心理学，櫛物学，動物学，鉱物学，地学，重量学，哲学，1s:言苦， ~華街，

体操

1) 明治33年「高等師範学校規則j より作成， ヱド科各学年には他に「随意科目」が， また， 研究科も

設援されているが省く。

2) r創立六十年Jp. 57-p. 58より作成。
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つぎに， 1899 (明治 32年)の「陸軍各兵科下士上等兵教育教令Jによる「普通学J26)を教

授する下士特別教育の内容を見る。

(1) 普遜科(第九号表)

漢 文|教程ニ依ワ意義ノ解釈文字ノ用法ヲ詳カニシ以テ鶴文芸lfj¥1j5'知ラシメ文題ニ応シテ容

易ニ時文ヲ読ミ I主ツ主主シ得ノレニ三笠ラシムノレヲ度トス

数 学 i筆算成習ノ程度ニ応シ買さニ拡充補充セシム

珠算加減乗除

地 理[教程ニ依リヌド郊及隣邦地潔ノ大婆ニ通セシム

震 史|教稜ニ依リ日本際史ノ大要ニ適セシム

(2) 選科(第十一号表英一)

国 漢 文 i教程ニ依り第九号至宝ノ程度ヲ拡充ス

公 文 式 i上申ノ伺，車i!，届， J.薬取ド翁，照会，問答等議文芸書

制 度 学| 主要ナノレ官庁ノ官昔話及地方諸制度ノ大姿

簿 記 学 i官用及商業簿記ノ単記及後記法

1) 選科は，普通学を修了した者， sR役5年以上の下士に諜せられた。

2) 一見して1"1]るように r段重算下土文官採用規刻Jによる文官採用を容易ならしめるため課せられた
ものである(第7条)。

この下士官の教育内容を， 1900 (明治 33)年の「小学校令施行規則i7)の高等小学校教科

と比較するとほぼ同程度のものと考えられる。 (r漢文」は中学校段階で規定されている。)ま

た， 1896 (明治 29)年に定められた「尋常師範学校尋常中学校高等女学校教員免許規則j以来，

検定試験には受験科目の教授法が併せて試されることとなったが，こうした教職教養の取得も

下土の場合は不必要とされたと言える。

こうした低い水準の学力と教職的教養の欠如したままでの体育教員が創り出された結果と

して体育教員全体が低レベルにおしとどめられたので、ある。明治後年， 日本にスエーデン体操

を導入し，また体育行政の整備に努力のあった永井道明は次のように述べている。

「……軍人の教師などはシッカリ遺る積りではあらうけれども軍隊と学校との異なる所などに

気が付かず，又其活用の才がないので，或は無理にやらうとしたり或は一寸やって出来ないも

のだから学校程度の教練は新んなものかなどと思って自暴自棄して躍るといふやうな事を見る

やうである。J28) 

無試験検定による産接登用制度は， 1901 (明治 34)年「教員検定ニ関スル規程中左ノ通改

正ス」叫によって，間接登用制に切り変えられる。即ち r規程改正」は，第二条において，
f規穏J(明治 33年)で「普通体操，兵式体操ノ二部jに分けて検定学科尽に規定していた体操

科の受験科目を一本化し「体操j とし， r規程J(明治33年)第五条但書を第十条に独立させて
規定し f左ニ掲クル者ニシテ体操科ノ試験検定ヲ出願シタルトキハ兵式体操ノ部分ヲ省、クー
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陸軍歩兵科士宮，ニ 陸軍歩兵科下士在官後満四年以上現役ニ服シタル者j とし，軍人経験者

が，兵式体操担任教師として無条件で登用される道を閉ざし，普通体操，教授法を併せて検定

することになった。また「規程」第五条但書第四項に掲げられていた「私立日本体育会体操学

校本科優等生卒業生j は，開条第一項「文部大臣ノ指定シタル官立学校j の「官立j が「規程

改正」で省略され，従前の指定学校が官立学校に限定されることがなくなったことに伴って，

1903 (明治 36)年私立学校では最初に指定学校に指定された30)。 この体操教員資格取得方式の

転換の意味について，一，ニ指捕しておこう。

第 1に， r規程J(明治 33年)における第五条第一項に準用するという規定をはずし第十条
(r規程改正J)に独立して規定したことは，第一項における官立学校とは学力水準，教職教養の

点、においてレベルが違うことを明らかにしたものであろう。

第 2に，検定学科目の統廃合が，各科に渉って行なわれており，体操科もこの例外ではあ

り得なかった。

表-2 体操伝習所，東京高等締範学校体操専修科卒業生数

名称( )内は開設年 年 次 l卒業者数 内 訳

体操伝習所 明治19年 275 体操修業員26名，伝習j't162名，別課伝習負87名
明治11年) 米総計

体操専修科 明治20年 22 
務治19年)

体操専修科 明治34年 22 iHを(明治32年)

修身体操(専明修治科35 
年)
明治38年 15 宮E霊

文科兼修(体明操治専39修年科) 明治42年 35 官塁塁，策専修修96名，関言苦・漢文章表修 13名，地理歴史兼修7名，
英諮 名

文科兼修(体明操治専40修年科) 明治44年 16 属議・漢文兼修5名，英語兼修7名，地理援史兼修4名

文科章表修体;明操治専42修年科) O!JHii42%) 大正2年 18 国務・漢文兼修7名，英言苦策修4名，地理主燦史7名

文科書在修(体明操治専44修年科) 大豆4年 12 国務・漢文章表i修4名，英議兼修4名，地理歴史4名

体操専修科 大正5年 37 体操14名， 主義滋13名， 剣道10名
大正2年)

体操専修科 大正6年 39 体操21名，柔道 11名，剣道7名
(大正3年)

体操専(修ワ科 大IE7年 6 体操1名，柔道1名，剣道4名

体 育 科
大正8年 23 用組(体操)13名，乙組(柔道)41'5，丙組(費1I送)6名(大正4年入学)

注)

1) 体操伝習所卒業生総数は， r発達史J~書 2 巻 p.317

2) その他は，大正3年， 4年， 8年， 10年，各年度の f東京高等部範学校一覧J，関校「創立六十年j

より作成
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第3に， 明治 19年以来持設されて来なかった高等師範学校の体操専修科が， 専修生数は

少ないが，開設され，普通体操，兵式体操，柔道，撃剣，倫理学，教育学， 盟諸，英語，漢

文，唱歌科(以上三三科目臨意科呂)が課せらせた。以降体操専修科は， r……体育科教師として
の人格養成に重きを置き……ll) 文科的学科の教授を拡大しつつ官立の体育教員養成機関とし

て再出発している(表-2参照)。

このように，体育教師の質的向上をめざして免許法制が整備されたこと される。明

治後年いわゆる学校体操整理統一問題の処理をめぐって文部省と陸軍省、が対立するが，陸軍省

側が，体操教員の養成が貧弱な現状から家人による補充が便利であるとし教員検定基準の改正

を要求したのに対し文部大臣回答が示したところは，この間の事情を明らかにしている32)。

「……翻ヨリ満期下士ニシテ学校体操ヲ教援スノレニ足ノレ相当ノ素養アノレハ現行規程ニヨリ実行致来侯遜

リ之7教員ニ補任スノレハ何毒事室長交ナキモ穏当素養ナキモノニ議リテハ終ニ学校教員タノレニ必要ナノレ知識ヲ与

ヘタノレ上ニアラザレノミ之ヲ教員トシ採用スノレコト困難……先年体操免許状7普遜体操兵式体操/二重重ユ区別

セノレ時代ニ在リテハ下士ノ資絡アノレ者ュ対シ兵王立体操ノ免許状ヲ授与シ夜ニ之7資絡アノレ教員ニ採用シタノレ

コト有之侯へ尖爾後学科/統一ヲ計ノレ為メ……二種ニ分チ授与セザノレコト、セノレ自然ノ結果下土資絡アノレ者

ニ対シji[ニ…・・・免許状ヲ授与スノレ飽ハザノレコト、穏成侯……J

そして，この軍人経験者の間接設用制度が再び直接登用制度になるのは， 1932 (昭和7)年

f師範学校中学校高等女学校教員検定規程jである。しかし「教員免許令」第二条仮書に基づ

く無資格教員任用は続けられた33)。

1)文部省遠第5号「発達史J~事 1 巻， p. 7150 

2) r発達史」第2巻， p均 3170
3)加賀秀雄『日本における上からの学校体育と民衆不在のスポーツJ]，梅根倍綴「世界教育史大系J31 r体
予言史Jp. 208。
4) この俊格変化には，徴兵令改正をめぐる元老院の論議があった。徴兵令中に，学校教練を受けたものを

1年帰休兵にするという規定を挿入するか1liをめぐって， 陸箪戸山学校系の体操観とワーランド体操と

が対立した。この点については，寝入隆『徴兵令改正と教育一一学校に於ける兵式体操をめぐってー』

「鼠学院雑誌J1961年7月号参照。また，*下秀明氏は「日本体育史序説J(1971年，不妹堂)で，体育
の理論的研究~E重視してきたこれまでの伝留所が r伝習員規則Ijjを定め， 半年間の速成教育に切替え

体操の技術のみを伝達するようにしたのは「体操さえ笑施すれば体育は実現されるj というせまい体育

「認識J(p. 102)を成立させたと批判している。
5) IT'(t)体操伝習所年銭』今村募総 f日本体育史Jp. 1420 1951年，金子謬房。
6) r発達史」第2巻， p. 462以下。
7)政府提出原案では r現役中殊ニ技主主ユ熟シ行状方五ナノレ者ハ其期末タ終ラスト維モ帰休ヲ命スノレコト
アノレ可シ」であったが，九鬼隆一，津自主主遂， im fi宅等が本文にあるような一条を設けるように強く主

張。元老践は，政府原案通り可決したが，公布された徴兵令では，本文のように規定されていた。(塩入

隆前掲論文)

8) r法令全議」明治 16年12Jj。
9)今村吉tr掲蓄， p.135。尚，この時まとめられた内容は，生兵学，柔軟渓習，号令，中隊学解説である。
10)大江窓乃夫氏は， r霞民教育と寧i琢J(1974年，新日本出版社)p. 97 で，この途 13 号~森有字しの部範教

育改革との関連で評価されているが事実はちがう。

11)東京文理科大学・東京高等締範学校縞「創立六十年Jp. 226。 とは替え，学校数・児蜜・生徒数の遂年
的増加は，体育教員の不足を招来させる。

12) r官報j第847号， p.5，明治 19年5月1白。
13)加賀前掲議， p. 2090 

尚，1893 (明治26)年，私立の体育教員養成機関として「臼本体育会体操練習所Jがあった。卒業
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主主数は明らかに出来なかった。

14) r法令全審j明治 17年， p. 1230 
尚，初等教員資格2倒産主に検定制度が規定されたのは， 明治 14年「小学校教員免許状授与方心得」

である。

15)関銃程第3条{侭議「但左ノ項ニ該当スノレ者ノ、本文ノ例ニアラス」

ー. ~質学ユシテ議徳アリ修身教授ノ任ニ適スノレ者。

多年教員ノ験ニ従事シ茶学科教授ノ任ニ遊スノレ者。

一 茶学科ノ卒業証言霊ヲ有シ茶教授ノ任ニ遜スノレ者。

一.幾築工業潟芸員茶ノ他ノ学術ニ長シ其教授ノ任ニ遊スノレ者。

16) r発達史j第3巻， p. 817 ~p. 8220 
森のし、わゆる諸学校令一一「小学校令Jr中学校令Jr飾学校令jーーには教員資格については規定さ
れておらず， r諸学校通則J(勅令)第4条セ根拠規定としたため， それにもとずく資格税度の兵体化の
ため通射が定められた。諸学校通測は，官官年明治 18年に再改正された「教育令j第25条を引き統ぎ，

教員資格の基本形態を免許資格とした。

17)肉親則は，第一条において，免許状取得方式として「……高等師範学校卒業生及了年以上ニシテ文部省

ノ検定ヲ経タノレモノjとし第2条で高等隠範学校，女子高等師範学校，体操専修科卒業生には検定を経

ないで免許状な与えると規定した。尚， 同規則には，学科の区分が指定されていな¥"il'ら，明治 17年

の「規程jによったと考えられる。

18) r発達史」第3巻， p. 8210 
19) r発達史J第3巻， p. 8220 
20) r発達史j第3巻， p. 8300 
21)明治25年に f尋常師範学校教員免許銃剣」が定められ，明治 19年 f規則」と二本立ての資務総!むこ

なったため，弁上毅文相は，これを一本化し，また， ょうやく就学塁手を増してきた中等学校への教員供

給に応えるため資格取得の簡易化もあわせて行なわせた。(山問弁『教員養成および教員』海後家g綴

f芥上毅の教育政策Jp. 747…p.755) 
22) r発途史j第4宅金， p. 836-8270 
23) r発達史J~事 4 巻， p. 838-8420 

24)同年6月に文部省告示第千五十三号を以て 26校が指定された。 この指定学校は， たとえば，帝悶大学

分科大学校，各高等学校，高等商業学校，札幌後学校号事である。 (r官報j明治33年6Ji1日， p. 5) 

また，この規程によって，主に公私立を対象とする「許可学校j制度も磯立された。

25) r発達史j第4巻， p. 838-p. 8350 
26)現役下土tこ主答率専門科呂(術科，学科)以外の，いわば一般教義科目を教授するため設けられていた。

27)神隠修彼綴「史料教育法J学務書房， 1973年， p. 143日 p.1480 

28)永井道明 T体操教育の過去及将来Jlr帝国教育」第325号， 明治42年 8Ji 10日。永井は，中学校長会
で，次のようにも指摘している。 r … ..~p ち，体操教員が円満なる性僚と人柄とを兵へて膨らないでは

ないかと云ふことに必ずおき誌が驚くと忠、ひます。……茶点から見て体操教員の如きは設も諸君に指導誘

彼等を望むものであります。……どうぞ並々の教員として是を生徒に接しさせる O ……種々改造して先

ず第一に親切に災体操教闘を指導誘披なさらんことを務惑するのであります。J(li'中学校に於ける体操，

遊戯撃剣i及柔道Jlr帝関教育」第328号，切治42年 11Ji) 
29) r発達史」害事4巻， p. 842…p“8440 
30) r官報J明治36年2月 28B， p. 345-p. 346。尚， この時指定されたのは， 日本体育会体操学校と学習
段高等科以外は全部官立学校であった。

31) r創立六十年Jp. 228-p. 2290 間上
32)永井滋明『余が六十八年間の体育的生活と感想Jlr師範大学欝gj6:.体育j第五巻， p. 34-p. 360 (能勢修
一「伝習所を中心とした明治体育史の研究Jp. 392-p. 393より援引，私家本，昭和43年。)

33) r教育免許令」は敗戦まで機能した。
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3 

これまで述べて来た教員資格検定制度にもとづく寧人経験者の任用は r兵式体操J実施
のための文部省側の必要性も働いた結果であったが1)， 日露戦争とそれにもとづく軍制改革の

結果2)今度は寧の側からの積極的な軍人経験者登用の要求が出されるに至る。 日露戦後率制改

革の重要点の一つは，陸軍大患檎瀬幸彦が「……帝国の陸箪は戦時所要の兵力を王子時に常備

することなく，其の戦時編命uの兵員は在郷箪人を以て大部を充足するを以て建箪の趣旨と為
す。J3) と述べたように，戦時動員可能兵力量を著増させ，予備兵，後備兵などの在郷兵な戦時

における主力戦闘部隊に位置づけた点にある。そしてこの戦時大動員体制を維持するために，

寧は， r良兵は即ち良民」めであり， r軍隊教育は国民教育の完成」めであるとし，憲みずからの
手で，帝国在郷軍人会，地方青年会等に見られるように国民の組織化に乗り出すに至ったので

ある。

この「寧隊教育ト閤民教育トノ連繋l)のために箪は教師に対する六週間現役兵教育の強
化，さらに，退役箪人救済の意閣もあって寧人出身者の教員登用を要求するに至る。

いわゆる「六週間現役兵制度jは， 1889 (明治22)年， 徴兵令第十一条改定によって定め

られたものである。 明治32年監軍部訪日令第3号はその位置づけ， 目的について次のように各

歩兵連隊長に訓令している。

「……区民ヲシテ必伝達義務ノ精神ヲ溺養セシムノレノリj、学校ノ教職ニ夜リ告書家教育ノ験務ヲ負担スノレノ任

ナレハナリ然ラハ則チ之カ教育ニ任スノレ者ハ先ツ自ヲ其精神ヲ養ヒ箪隊勤務ノ;綬概ヲ学ハサノレヘカラ九故

ニ比教育ハ縁鉱ノ運動武器/使用及行箪ノ概略ヲ援ケ寧i珠精神ヲ養成シ主事紀ニ慣習セシムノレヲ以テ自的ト

ス・-ー..・J7)

日露戦後 r六週間現役兵制度jの上記監察部言11令にみられるような性格は基本的には変
化していないが，それの役割の向上を箪は求める。すなわち，教師をして「国家教育主要ノ機

関手ニシテ，我カ国民ヲ教育スヘキ一大階級ノ一員ナヲ J8) として， r……閤民ヲ富家的ニ練成
スヘキ一大組織ノ機関部l)たる将校と「協力提携lO)することを要求し r素糸ノ如ク最モ感
化セラレ易キ時期」叫にある児叢に「軍事思想ヲ注入l2)すべき事を要求したばかりでなく，

在郷寧人会と地方青年会との「連鎖者j としての位寵づけと役割を担わされ13L壮丁入嘗準備
教育の際「学科J(典範令教育，精神教育)教官として利用するべき事とされ，由民家役ではある

が在郷家人会に編入された。この国民への家事思想の控入にはまた， r……国民を指導するとい
ふ……職務J15)たるべき将校をはじめとする寧人経験者に多くの期待が寄せられたのはいわば

当然で、あった。帝閤軍人後援会理事加藤政之助はそのことについて次のように要望している。

「諸君(在郷陸海箪将校一引用者)にしてー思を我溺未来の危機iこ及ぼし，苦言然として泰公の義務心な喚

起し，主主住農地付近の中小学校等に退勤し，……議訟を為すに決言ませば，今日殴家の大患たる青年社会に於

ける，忠、主主，愛国，尚武，殉主義の気象を発揮し-C，教育上の欠陥を補綴すること号室し難きにあらざるべし…

…故に際海軍河省当局者交渉のよ更に文部当局者と合議し，経浴室事湾省は各共部下在郷の将校tこ訪日令して，

此義務に ~Rせしめ文部省亦各学校に訪11令ーして築設備を為さしむることとせば，一令の下磁に全国幾万の学校

に於て，同時に継続に其談話を喜男くことを得ベし……Jl6)

ところで，寧が教育に要求したものは「関家思想の淘冶綴成J17) もさることながら，

の要素たる「絶対服従ヲ甘受スル第二天性l8)の油養にあった19)。そのために家は，兵としての
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基礎的条件たる閏民体位向上の要求とも相侠って，学校における体操科ーとくに学校教練ーを

視した。 そのことは，先述した「閤民教育者必携 帝国睦寧Jにおいて体育に関してのみ

「第七章 現今我調ニ於ケル体育ノ状態」という章を設け， 諸外国の事慨を紹介した後， 小学

校における体操教育の方法を「体操教育ノ目的J r体操教育法ノ要旨J r徒手体操実施ニ関ス
ル注意事項J r機械体操J20)などの項を立てて具体的に指示していることからも明らかであろ
う。また問中義ーは， 1915 (大正4)塁手のいわゆる第一次青年国訓令に関して触れた論文の中で

箪の教育に対する要求を次のように要約している。

「…・ー青年の精神的方蕊は勿論，琴ア?苧~を隼宇?と， 意気の間憾なる， 勤労を辞せざる， 将米有望

の国民たらしむることは，国弐教育の故大の義務である。J21)(傍点引用者)。

この体操科をめぐる寧の要求は，すでに， 1907 (明治 40)年， 学校体操統一問題解決のた

めの文部・陸箪両省の「共同調査会」において陸軍側から，学校体操を兵式体操で統一すべ

きこと，軍人経験者に対する体操教部直接登用制度を復活するべきことについて提出されて

し、Tこ22)。

ここで学校体諜統一問題の経過について若干触れておく。 1913(大正2)年，いわゆる「体

操教授要因Jが訓令された際， 1909 (明治 42)年以来この要g作成の中心にあった永井道明は，

この経過について，次のように要約している。

これまで体操といえば， ワーランド体操を坪井玄道がその一部を伝えた「普通体操jだけ

であったが「……明治三十六七年頃より井口， JII瀬，坪井諸氏の帰朝と共に瑞典体操等入り来

り弦に初めて調査選択の必要起り其結果は三十八年取調委員(体操遊戯取調委員会一引用者一)の

報告を見るに至り之が為めに向科研究に一段の進歩を促したりと難も，他方に於ては，開科に

対する知識の程度甚だ幼稚なりし我国の教育者をして，其帰着する所に迷わしめ，実路上不

統一なる結果を生ずるに至れり。之と同時に文部省は臨軍省より学校体換は全然控箪の体操に

拠らしむべし云々の交渉を受くるあり，遂に文部当局は委員を設けて，学校体操の統一を企図

するに至れり。……遂に盟ヶ年の長き星霜を経過し今回務く……世上に発表することとなり

たり。J23) こうした経過を辿って， 共問調査委員会は， すでに体操遊戯取調委員会報告でも示

された方針で、あったが，スエーデン式体操を基礎として学校体操を統一し，従来の兵式体操・

普通体操の区分を箆し，普通体操における準髄運動とされていた集合隊列運動と兵式体操を合

せて「教練」と括り， これを歩兵操典に準拠せしめるとし、う方針24)にもとづき 1913(大正2)

年1月28日「学校体操教授要目」としてまとめ発表した。

この共開調査委員会に於ては寧が提出していた要求は結果的には拒否された。第Hこ，
f体操教範」に基づく学校体操の統一問題は文部省側の意見でまとまるわけであるが， その間

の経過は，スエーデン式体操を重捜する文部省側委員の意見と臨寧側の意見が平行対立し文

部側が陸寧側の意見を拒否したということではないように思われる。と言うのは，この「体操

教授要目j と同年に発布された「箪隊教育令Jの解説の中で，陸軍省教育総監部本部長本郷房

太郎は次のように述べて，陸箪においてもスエーデン体操を採用しつつあることを認めている

からである。

「尚又体力の上』こ於きましても…・・2事部以外の教育で，一総体育に議きを震まき，立派な体格の青年合作り

上げる様になりましたならば，濁耳まの戦闘力は益々 増加さるる訳で，此の点に就きましては，"1l苧苧弓キ亭苧

?苧母寺子t?李曹とさと T， ZF9t号号t?苧寺中 2T守主予零苧与ラキワヲ 47:1子宝寺~，五体の鍛錬と如こ内面寵
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の発達を促す様，又年齢に応じて適当な運動を規正する様改善たi翠りつつあ 9ます……。」お)(傍点引用者)

さらにのち陸軍は， 1916 (大正5)年 2月 ノ現況ト韓近ニ於ケル体育ノ進歩トニ鑑

ミjr最近ニ於ケル体育ノ方法ヲ適切ニ部用シJr関民体操トノ連繋ヲ密接i6) なさしめるため
「体操教範改正草案Jを領布し， これにもとづいて 1918(大正 7)年改定「体操教範i7)を制定
し，ここに，スェーデン体操を採用するに至ったのである。したがって，この問題に関しては，

陸軍側が永井道明等文部省側委員の説得に従ったと考えるべきであろう。この点について，永

井道現は後に次のように述べている。

「明治四十二年頃は，其相談(体操教範で学校体操を統一するというー引用者一)盛んに進行せる

際であった。処が，余の想像は誤らず，賢明なる時寧の人々は明治四十四年墳からして着々瑞

典式体操の調査を初め，外国に敢調員を派遣するに至った。

其の結果，愈々瑞典式体操がよいと認められ，夫れによって案を立てて数年間試みられた

ものが，体操教範草案である。其の経験の結果，更に修正が加えられて，愈々改正体操教範と

して，各軍隊斉しく実施せらるることと成ったのである。……J28)

こうして総定された「体操教授要包」において「教練J29) は表-3のように定められた。

これを従前の 1902(明治 35)年「中学校教授要目 j30)中の「体操j と比較してみれば内容的に

系統だてられてはいるが程度においてはほぼ悶ーであると考えられる。

表-3 r兵式体操jと「教練Jの比較

ぶ五¥¥i 明治35年「中学校教授婆日Jl) 大豆2年「体操教援菱自 j2)

徒手柔軟体操，徒手各個教練，徒手小隊教練 気ヲ付ケ，休メ，祭マレ，解カ V，番号，整額，

左(右)向，土手右(左)r句，廻ハレ右(左L行進，
第一学年 停止，足踏，行進関廻ハレ右(友)，駈歩，方向

ヲ換へ， 伍ノ重複及分解， 側面従隊ョワ横隊，

間繍及距離開閉

第二学年
徒手柔軟体操，徒手各個教練，徒手小隊教練， 徒手小i歎教練

徒手中隊教練

第三学年
徒手柔軟体操，徒手各儒教練，徒手小隊教練， 徒手中隊教練，執銃各偲教練，執銃小隊教練

徒手中隊教練，器械体操，号令演習

柔軟体操，各儒教練，小隊教練，中隊教練， 執銃中隊教練

第四学年 若器械体操，号令演習
幹部演習*

「注意」 f1.体操教援時間において運動を行うこと熊 11.射撃，散問，突警察等ノ事ハ歩兵操典ニ明記

わざるときは，遊戯の方法を鋭拐し，其の他 セノレヲ以テ別ニ之77FサズJ3)

体育に関する誘惑をなし，又は，筆家学の大

要を緩くベし。J

1) 1発達史J第4巻， p. 266-p. 2680 
2) 井上一男「学校体育制度史Jp. 3010 教材配当例示より o 但し *は，本文たる「体操科教材」に
入っていなL、。

3) 同前議， p. 2910 1体操科教材jの(注意)より。
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(補註)

木下秀明氏は，季子ur現代史j第8号 r学校教練と青年訓練-Ii'f皆行社記事』を中心に一一』におい
て教練について次のように評価されている。「……教練の記述が体操の詳細綿密な記述に比して著しく粗略

だったこと，および兵また体操時代に課されていた『寧等学/大意』を中学校から削除したことからみて，一

年志願兵予備教育という中学校教練の役割はむしろ弱体化されたことになる。j また， 別の言語文でも「むし

ろ， この姿自の記載形式からみると，教練は従来に比していちじるしく軽視されたといえる。Jと評僻され

ている。(Ii'寧隊教育と留氏教育のかかわり』季刊 f平和教育j第3号。)
つまり木下氏は，第1に望書gの記裁形式，第2に，教援内容いず、れにおいても「兵式体操」より「教練j

の方が，家芸評教練としての意味合後迭させていると評価されるわけで、あるが，ここでj二記2点について検討

してみよう。

第1に，大IE2年喜善自において「体操Jとして括られた部分は， 11種類の言者逮動と，そのそれぞれの始の姿

勢，号令とそれにもとづく動作をこと綴く規定しているが，そのこととの比較で「教練」の規定の疎密を評

価することは出来ない。菱自には「教練ハ歩兵操典ノ定ムノレ所ニ準処ス」と規定してあるのであれ その

「歩兵操典jは，要日同様に諸動作の一挙手一投足まで(理解しづらい文章ではあるが)規定しているのであ

る。菱自の「体操科ノ教材Jの f教綴」においては f気ヲ付ケJr休メ」など集団行動の初歩的動作をやや
詳しくのベ，そのあとは「歩兵操典」の中須gの緩列であるが，記載としてはそれで十分であったと解さ
れる。

第2に，教授内容について触れると，木下氏が「むしろ弱体化」と評された理由である「箪察学ノ大主主jは，

明治35年「中学校教援要I3Jの「教授上ノ設営、jに章受-3の最後に示しておいた徐に規定されていたもので

あるが，この「……運動を行うこと能わざるとき」とは，たとえば，雨天の場合などを指していると解され

るから，それ程主重視されてはいなかったと思料されるのである。しかるに，淡々の比較でJiられるように，

要自の文言に限ってみた場合， 明治35年華客自の柔軟体操， 若器械体操は大正2年菱自の「体操Jiこ移されて
裁定され，いわゆる軍事教練の部分は，荷重要百ともに，中i滋教練(徒手，執銃，散際，の三部に分けられる)

までであるから， その「程度Jは変らないこととなる。拐治35年婆闘では準拠することを要求していない
が，もしこの「程度jの遠いがあるとすれば，それは「歩兵操典Jの差異にもとづくことになる。明治35年

の「歩兵操典jと明治42年のそれにおける「中欽教練jの設大のちがいは，明治42年のそれが， r散開」
形態を重視している点である。したがって，少なくとも「いちぢるしく較祝Jされていないことだけは篠か

である。ちなみに， r歩兵操典Jに「準拠」すべきことが要求されたのは，大正2年裏目が初めてであるから
寧欽教育との一貫性が整備されたという限りてt土， r強化」されたと評することも出米ょう。
また，この交渉の陵箪にとっての不首尾が，のちの学校教練に対する震の不満の燦図の一つであるとさ

れるのも直ちに同意しかねる。箪は学校体操・学校教練について，それの法規レベノレで、の教育内容について

はとりたてて批判の対象とはしていないように息われる。主事が最も不満を表したのは，小言語でも後に触れる

ように，体操科教授が諸法規還り実践されていない点であり，そのために，教員養成，体育施設の充実など

を要求するに変るのではなかろうか。

第2に，軍人経験者の体操教員登用の要求は，先に触れたように実現しなかった。このこ

との背景には，先述したような教員免許制度の整備とともに，文部省側の公的養成機関設立の

意向もあった。 それは r体操遊戯取調報告ll)に示されている。すなわち，時報告「十七
国立体育研究所ュ関スノレ件jでは，体育科が，上級の学校に歪るに従って益々低下しているの

は r是レ喜善寛教員其ノ人ヲ得サノレノ致ス所ナリ Jと述べ r……適当ナル者ヲ得ガタキ所以
ノモノハ……教員養成法ノ姑息ナルニ職由セズンパアラズJとその原因を求め r優良ナノレ体
操教員ヲ得Jるためには「独立ノ養成所ヲ設置Jすることが必要で，また「体育ノ現状ヲ考フ

レパ之ニ関スル諸般ノ事項……ヲ調査」することも必要であるから r教員養成ト共ニ是等ノ
問題ヲ研究スル為メ国立ノ体育研究所ヲ設」けるべきであるとしそこで中学校卒業以上の者

を入学させ約二年半で修業させるのが適当で、あると報告しいる。

こうして陸軍・文部再省「共関調査会j において，文部側委員が，体操教員養成には特別



「大正期jにおける「武官教師J(体操科担任教員)創出の試み

表-4 官公私立学校・養成所出身者及講習会修了者に対し体操教員免許を
援与した者の数(大工E9年~大正 13年)

学校養成所講習会111] 科 g別 大正9年 10年 11年 12年 13年

体 操 16 2 11 

柔 調苦 6 2 7 

東京高等官軍事E学校(体育科) 空襲 責¥J 6 4 5 

体操・*術 一 3 2 6 

体操・撃剣i 3 8 4 

広島高等的範学校 体 操 6 6 4 4 

東京女子高等邸範学校 体 操 (59) (61) (100) (48) (37) 

奈良女子高等師範学校 体 操 (20) (29) ( 52) (47) (70) 

体 操 21 
第一線時教員養成所

体操・柔術 1 

第六続時教員養成所 体 主是 (29) (30) 

文部省体操教員養成講習会 体 操 35 

大日本体育会体操さ学校 体 操 26 17 19 30 49 

柔 術 4 3 3 3 
大日本武徳、会武道専門学校

襲撃 剣i 12 6 13 4 

体 操
32 23 39 32 120 
(108) (90) (152) (95) (137) 

主主 術 4 9 5 11 

言十 重孝 貴¥J 13 18 10 9 

体操・柔術 3 2 6 

体操・繋剣 3 8 4 

合 百十 ~ 140 130 224 152 287 

1) 章受中( )内の数字は，女子師範学校及高等女学校に於てのみ有効な免状授与者を示す。

言十

29 

15 

15 

11 

15 

20 

(305) 

(218) 

21 

1 

(59) 

35 

141 

13 

35 

246 
(582) 

29 

50 

11 

15 

933 

2) 東京高等師範学校・広島高等締範学校及第六臨時教員養成所の二校一所欄中空機は，募集しなかっ

た為め該年度卒業主主が無かったことによる。

3) 第一臨時教員養成所に於ては大正 13年，文部省体操教民養成講習会に於ては大正 13年より卒業生

及修了主主を出した。

4) 大日本武徳会武道専門学校は，剣道，柔道の教員養成を目的として設立されたもので大正10年より

無試験検定許可されその以前に於ては該当者なし。

5) 東京女子高等師範学校，奈良女子高等師範学校において，免許授与者数が多い。これは，次のよう

な準備による。河校の学科は，文科・理科・技芸科(家事科 奈良)の三学科制で，体育学科は無かっ

た。東京は，主平井玄道，弁口めぐり等の体育指導者をむかえ体育に力を入れ，奈良は， r女学校ノ
体操教師ハ女子ヲ以テ適当トナスヲ以テ，会生徒ヲシテ卒業後悉ク体操教邸タノレヲ得セシメンコト

ヲ努ム」 という方針で， それぞれ各学科を遜して体育教育を震祝した。 したがって，両校卒業生

は，専門的に養成されたのではなく，いわば「副免許」として授与されたものである。 (r東京女子

高等部範学校六十年史J((昭和9年，問校))， r奈良女子大学六十年史J((昭和45年，同校))より。)
6) 出典: 文部大陸官房・学校衛生課体育運動掛調査より。「帝国教育j第508号，大蕊13年12月。

57 
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の施設が必要であるとして陸軍の要求を拒否した背崇には r取調報告」で、示された方針が伏
在していたものと思われる。

しかし， この点での文部省の突事上の施策は r独立ノ養成所jにはほど遠いものであっ
た。表-2で示したように，東京高等師範学校における体操教員養成は， 1899 (明治 32)年体操

専修科の開設によって再開されて以緯 1918(大正7)年まで9盟の，また，東京女子高等師範学

校においては， 1906 (明治36)年より「体操科女教部欠乏の急を教う為」め「園語体操専修科J

が開設されここでも， 1911 (明治44)年まで前後4回 88名の卒業生32)を出しているが，これら

は，東京女子高等師範学校の開設理由にもあるように急増する中等教育教員の需要に応えるべ

き急救策として開設されたのであり，依然として「教員養成法ノ故怠ナル」状態が続けられたの

である。そして， 1915 (大正4)年東京高等師範学校に開設された邪科体育科が 1921(大正 10)

年， r高等師範学校規程J33) 改定によって正科とされ， はじめて常設の「官立」体育教員養成
機関が成立することになる。しかし，この体育科も表-4にみられる如く毎年30名前後を養成

したに過ぎず，貧困な体育教員養成制度が改まったわけで、はなかった。

国民体位の向上を第一義とする箪にあって， こうした状況を見のがすべくもなかった。

1912 (大正 1)年，体操取調べのため，スェーデン，欧州に派遣され，先に述べた「体操教範J

改定に参画した歩兵大佐 林ニ輔は， 1914 (大正3)年，麻布本郷IR関連隊区将校団総会の席

で，ヨーロッパ諸国の体育の状況を報告したのち「現在我閣に於ける国民一般の体質は，之を

列国に比較致しますと頗る劣て居ります……」とし，これが改善のため積極的な体育励行の必

要を説き，もし「壮丁の体力が一割増加したとすれば，約ニ十師団に於ては，恰もこ師団増加

と同じ」価値があるが，我国の体育の現状はそうは成っておらず，とくに体育に関する施設が

不充分であるとして次のように指摘している。

「我留に於ける体育上の施設に付きましては， 聖堂箪は2)IJとして， 地方(控室事以外という索、球 引用者一)

にはーの官立体育学校もないのであります。鐙に文科去を習の体操専修科が，高等師範学校内にありまして，

漸く十三人と，昨年募りたる体操科学生四十余名(大正2年体操専修科のことー引用者一)があるのみであ

ります。又体育会に廃する体育学校(私立日本体育会体操学校を指すー引用者 )一一之れは私立でありまし

て， 戦後には一時大部軍基んでありましたが現今は各年を通じて五六十人の学生にi騒ぎませぬ。(この数は，

表 4の如く漸減するー引用者一)此のま日き少数市も決して完全と申すことの出来ない組織に拠りまして，

今回多数の体育教師な補充することは，到底限難なるを免れません。迭に於て乎，多数予備役の寧人が嘱託

せられて教員となって，体育に従事して居るのであります。家人を体育の教師に用ゆると玉三うことは軍事思

想の注入に多大の効果がありますが，乍走塁憾主事隊と学校とは，体育の方法を呉にして，今Rの所では其逮絡

がありませぬ放に，充分なる職務を尽すことが出来ず，又凡て体育の教自前は体育以外に関する知識が概して

不充分なるため，生徒の信用は他の教師より少ないとし、ふ有様でありまして，従て体育の効果は甚だ簿~~な

のであります。J34)

こうした体操科教授，教員養成のあり方に対する批判は林に限ったことではないが引な

かんずし壮丁の体位形成の基本たるべき学校体操の不按は，後に田中義ーが「……寒心に甚

えざるものあれ36) と述べたように箪に焦燥惑をさえ抱せるに至るのである。

1)木下秀明『寧隊教育と国民教育のかかわり』季干ur平和教育j第3号， p. 165， 1976年 11月。同氏は，
「……教育の側が君主民教育という観点から寧の要求'a::"先取りしていたのではなかろうかJと指織されて

いる。

2)詳しくは，揃稿f日露戦争後の国民教育の寧悶主義化について一一建寧々備拡張・存続と教育課題一一』
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「北海遊大学教育学部紀要J第22号， 1973年。

3)楠瀬主幹彦『在郷箪人に告ぐ.llr戦友J(帝国在郷軍人会機関誌)第34~予， p. 5。大豆2年7月。
4) 問中義一『閤民と軍隊』綾部致軒続「問中中将講演築Jp.56，不ニ言書院，大IE5年。 明治44年八王子

での講演。

5)本郷房太郎『国民思潮について.llr戦友j第34号。 p.240大正2年7月。本郷が教育総監当時の講演。
6) r叡民教育者必携 帝国陵箪Jp. 168。経箪省徴募謀総，大正2年。在郷軍人会本部発行。
7)第二師沼郡宮部綴築「徴兵事務参考J4了，示日とじ，明治25年6月，宮城活版社。
8) r関民教育者必携常国際箪Jp. 171-p. 172。
9)間前審0

10)雨前露。

11) I湾官官望書0

12)間前議。

13) 1……底捜比ノ逮鎖ノ街ニ蛍リ， 立青年会ノ木鋒トシテ， 在郷箪入会トノ一致提携ニ就キテ其努力セサ

ノレヘカラサノレモノ議シ砂少ナリトセス。況ンヤ六遜現役兵ヲ終ヘタノレ諸子ハ，実ニ加ブノレユ， J1正ニ在郷

箪人タノレノ資it7'以テスノレヲヤ。諸子ハ実ニ-1Jニ於テ地方青年会ノ箆主タリ，他方ニ於テ在郷家人会

/鈴々タノレ一員タリ，nTIシテ又此ノi河者ノ連銀者タリ，nTIシテ又爽ニ， 日夕小国民ノ教育ニ臨ミテ，之

カ指導蒸化ニ効ムヘキ者ナ 1)……J(向上議， p. 162)。

14)陸箪歩兵大尉竹田福蔵『現時我悶ニ於テ実施シ得ヘキ;仕了予習教脊万事長.llr儲行社記事j第494号，大
IE4年9月5日。

!湾総文では，次のように指檎している。

「ままニ於テカ壮丁ノ予習教官トシテ如何ナノレモノヲ撰定スノレヲ遜当トスノレヤ{也ナシ……各階級中最

近ニ返営シタノレ成ノレヘク歩兵科ノ者ヨリ撲定、ン然モ教官ニ比l絞的遜任者例之ハ夜営部替テ初年兵係7ナ

セシ者ヨリ之ヲ撲ヒ之ニ助手トシテ最近ニ送営シタノレ兵卒中模範ヲ示シ得ノレ者泰子ヲ撰定ノ上之ニ附ス

ノレヲ婆ス又学科教官トシテハ六週間現役兵タリシ小学校教員及相当官地方医ヲ選定利用ストコトヲ忘ノレ

ヘカラス……J(11第三予習教育実施方案，其ノー教官ノ撰定及之カ教育準備』より引用)。

15) 問中義一『箪隊教育私綴』綾部官官出雲， p. 1120 

16)加藤政之幼『在郷将校諸君に望む.llr後援J(帝国家人後援会機関誌)告書136号，大3年7月。
帝国家人後援会は，大限重信を中心に設立された民間団体で，主事人遺族，廃兵，などの救協を殴的とし

てL、lた。明治43年1J'l，在郷軍人会との提携が行なわれている。 (1後援」第 111号)

17)本郷房太郎官tr出論文。
18)陸軍少将志岐宇治『軍紀論.llr修行社記事j第500号。
19)兵式体操や，学校教採が，いわゆる戦闘技術を習得させる惑だけを民的にしているのでは無い点につい

て，永井道坊は先述の論文で次のように指摘している。 r此兵式教練の主なる臼的といふものは，主事事
で云へば箪紀をま喜一成する処の訓練，学校で云へば学校の秩序，学校の紀律を養成する方便のーっとして

立てられて居る事である。J(11体操教脊の過去及将来.ll)
20) r国民教干著者必携 干苦闘陵寧Jp. 134-p. 1540 
21) 田中豪語-11青年間の意義』大正4年10月。綾部前出議， p. 2590 
22)岸壁手雄三『体操教育史.llp. 2440石山修王子他編「教育文化史大系JI， 1953年，金予言書房。

23)永井道明『如何にして体操教授華客自宅ピ活用する乎.llr帝駁教育」第369号，大IE2年4月。
24)文部省視学'ei，ま真山栄次『体操教授婆g新定の趣意.llr帝国教育J第368号，大蕊2年3月。
25)教育総弦部本部長陸軍中将本郷房太郎『新に発布せられたる箪隊教育令の特色.llr後援j第123号，大
正2年4月。

26)陵箪省総『自明治三十七年至大正十五年隆寧省沿卒史』下， p. 11310 (以下「沿革史jと略す)

27) 同?話番， p. 1370 

28)永弁送明 f留民体育論(上) 徹底的実行な要す一一一.llr教育持論j第1215~手，大蕊 8 年 1 月 5 日号。

29) チ干上-~ r学校体育制度史 土器補版Jp.282…p. 3100 r資料編，資料2J大修館警庖， 1971年。
30) 1発途史J~喜 4 巻， p. 266-p. 268。尚，羽治44年7月「中学校令施行規則J改正が行なわれ，各学科の

教授要旨，教授時数に改定が施された。これに依って見れば，体操科はその婆旨においては従前と向じ
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であったが， 仮繋が付加され， r体操は教練及び{本換を扱くべし又議室剣j及柔術を加うることを得J(1発
達史」第5巻， p. 148)とされ，兵式体操が改められ教練Iこされ，また新たに警皇賞1)・柔術が加えられてい

る。これは，大正2年の「教援姿ヨJiIiIJ定を予定して規定されたものと解される。
ところで，明治44年「施行規則j改定と悶終に， r中学校教授要ヨjも改正されたが，この「要目」

には，体操科の規定が J二記のような理由で欠いており， したがってここでは明治35年の「婆日」に

規定された体操科の内容が生されているものと解して悶「要目j と比絞対照した。

31) rr普通教育に於ける体操遊戯耳元続報告J弘文芸雲院綴築「教育・衛生に隠する調査報告類主義J(第郎総， [Q) 
弘文芸書院， 明治39年 12月。 悶警は， r官報」その ft~の形式で文部省が発表した各務務主主報告をま長成し

たものである。

尚，以下の引用はすべてi奇警によるo

32) r東京女子高等師範学校史Jp. 78， p. 95-p. 960 同校編，昭和9年 10J'lo 
33) r東京高等師範学校一覧J(自大正十年四月三さ大蕊十一年三月)p.五ノー。
34)戸111学校長・霊童家歩兵大佐 林 ニ織 F国民の体育に就て.J]r後援J第 135号。大lE3年5月。
35)たとえば，三橋喜久雄(東京高等師範学校助教授)は，論文『体操科励行の婆務.J](i帝忍数管j第417号，

大工E6年 4Jl)において，林とは異なる立場からではあるが，教授婆忽が発表され， r主主密E主体育就中中
学校体育発展の大理想」にむかつて滋進するべき時であるが，先決問題たる体操科教員が「まだ/¥過

去に絞ベて余り格段なる進歩を見たとまミふことは出来なL、」し，姿自自体についての理解も不充分であ
(ひそかー引用者 ) 

り「私 に痛心憂慮して}苦るjと記している。

36)商会徹ー「岡中義一伝J上巻， p. 474，昭和33年 間刊行会。

4 

第一次世界大戦後の国家総力戦準備問題1)は，一般的「体育不振」状況に加え下級指揮官

量産のための基礎教育たる中等教育以上の学校教練の改善を現実的課題に至らしめた。

1920 (大正例年陸箪は， r歩兵操典」改正草案を配斌2)した。その改正理由は， r……最近
戦争ノ教訓ニ鑑ミ特ニ必要ト認ムル事項並各種新兵器ノ現出ニ伴ヒ改正ヲ要スヘキ著シキ件ニ

付所要ノ増補修正ヲナスJものであった。 そして，改正の要旨として次の諸点があげられた

(全日項)。

(略)

一 攻撃精神ノ発揚ハ益々之ヲ要求スルト開時ニ兵器ノ進歩ニ鑑ミー麗火器ノ威力ヲ重要
視ス

コ 各級指揮官以下ノ独断専行ヲー膚要求ス

四.各部隊ノ戦術的機動能力ヲ要求ス

五.下士以下ノ資{壬ニ関スル自覚並其ノ戦闘能力ノ向上ヲ要求ス

(六以下略)

この草案においては，第 1次大戦における歩兵戦闘の変化がまとまった形で取り入れられ

たわけではないが3)，その示すところは， 火器の威力増大にともない，敵前においてはすべて

諜解隊形をとることとししたがって，戦術単位としての中隊ばかりでなく，小隊，分隊の戦

術的位置づけとしての比重が相対的に高められ4)，従って， 下級指揮官の役割が重規されるよ

うになったことである。

こうして，日露戦後軍制改革においての予測をはるかに超える大量の兵力動員を要する5)

総力戦段階にふさわしい下級指揮官の量産とそれのプールが要請された。そのためには，予後

備役将校養成制度である一年志願兵6)の有資格条件たる中学校以上の学校における寧事教練の

6 改善が必要とされた。
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rf官行社記事J第 502号に発表された陸軍歩兵中尉加藤一平の論文7)は， こうした寧の要求を

表明したものである。この論文の前半部分は，合衆留の学校教練の実情についてのレポートで

あるが，それは，第一次大戦中におけるアメリカの陸箪政策の改変8)一一陸海軍の拡張，予後

備兵制度の採用ーーのーっとして，中等以上の学校に箪事教練が必須科目として課せられたこ

との実情調査と，この軍事教練導入の是非をめぐる論議を評論を加えずに紹介したものである

が， ここでは r第ニ主主 日本ノ学校ニ於ケノレ築事教練ニ対スル私見」に住回し，紹介して霞
きたく思う。

加藤は， r第一節 体操ニ関スノレ現行規程j において， r日本カ学校ニ体操ノ トシテ兵

式教練ヲ加ヘタノレハ非常ナル王手見ナジ然レトモ璃来星霜移リ制度創設当時ノ精神ハ漸次閑却セ

ラレ瓦当時ト今日トハ四国ノ状況ヲ異ニシ改革スヘキモノ砂ナカラス」として，まず，中学校

以上の体操教育に関する規程を揚げ，中学校はともかく高等学校，実業学校では教授要毘が示

されて居らず，授業時数の規定を欠いているところさえあるとし，これらは「府県ノ方針ニ

ヒ当局ノ許可ヲ得テ区区ニ施行シアルナノレベシ等シク中学校教育卒業ノ条件ニテ一年志願兵ノ

特典ヲ附与セラルルニ何等ノ統一ナキハ遺憾ナリ」とし次に体操教官について触れて「…

…是レ又千議万別ナリ或学校ハ文官教師ノミヲ用ヒ或学校ハ武宮教師ノミヲ用ヒ等シク武官ニ

テモ予後嬬将校ヲ用ユノレア人下士ノミヲ用ユルモノアリ両者ヲ併用シテ文官教師ハ普通体操

ヲ担任シ武官教師ハ兵式教練ヲ担任スル等殆ンド‘拠ノレ所ナキモノノ如」き状態であり，これら

を総合的に考えれば，体操科は，他教科に比して「甚シク冷淡ヲ以テ取扱ハレJているとし，

それの改善に関する私見を各級学校ごとに述べてし、く。

「第二節 中等学校ノ軍事教育ノ統一徐師範学校」では， 第一に，EfJ種実業学校の学科規程

を中学校のそれに準じて競定し統一すべきであるとし第2に，中学校における体操科につい

て次のよう している。

r..・H ・体操ト家事教練トハ滋然区別セサノレヘカラス体育ノ為メニハ普送体操， 器械体操， 遊戯及武術ヲ
以テシ家事教練ハH!Jt従，秩序，忍耐及協同心号事ヲ養生スノレヲ主奴トシ兼テ戦最星術ノ一般ヲ知ラシムノレニアラ
サノレヘカラス従来普通体操……等ニ於テ競律7過重量セシ為メ体操主主ノモノノ価値ヲ減シ各個ノ教育ヨリモ総

体的教育トナリ十人十種ニ適応シタノレ教育ヲ施スコト充分ナラサリキ

之ニ反シ主手事教練ニ於テノ、徹頭徹尾室町匂ノ森厳ヲ保持セサノレヘカラス……翠豪華文練ヲ以テ体操ノ一部

分換言スレハ体育ノ一方便ナリト考フノレ如キハ絶対ニ不可ナリ従来上ヒノ反別ヲ毒事関ユ附シタノレ結果戸忠男体操

ハ規律過重トナリ寧毒事教練ハ軍紀ノ森厳7経祝シタノレ形跡ナキニアラス……汝ニ従来舟ヒラレタノレ兵式体操

ナ ト改メサノレヘカラスJ(文中。点は原文。)

ここでは，留民体位の向上おお普通体操，規律・服従一軍事教練，というシェマをつくり，

体操科の木旨は「児童の身体を最も健全に発育せしめ，其精神主f快活剛毅に訓練して，然もこ

れ等の活動がすべて規律を守り協同を貴ぶの習慣合養ふに存して居るのであって，何も

門の諸穏の動作技術など練習して，そのものを現在あるいは将来に役立たせようとするやうな

目的はあるわけでない……体操科内の規律的方面の訓練即ち教線的教材には，所謂寧隊にて

行ふ所の教練中の最も簡単なるものに同様なる物を材料方便として昂る次第である……J9) と

ったいわば兵式教練中材料方使論に対抗して，体操科とは全く別個に「箪事教練科J~ど設け

ることを要求しているのである。ただし，加藤は，その細尽についてはなにも示していない。

また，第四として，家事常識の養成のため，列国家舗の状態等を講話するべきであり，

学教授要目ヲ規定シ得ハ一年志願兵ノ教育ニ非常ナル便利ナルヘシJとしている。
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次いで，第五として， 1教官ノ選択」について論じている。

「……従来兵式体操教官ノ位校余リニ低キ為メ教官ノ威令行ナハレス茶ノ結果主事司王教育ノ権威ヲ宵シタ

ノレコト幾何ナノレカヲ知ヲス然レトモ威令行ハレ主事事教育ヲシテ蜜キヲナサシムノレ程ノ教官ヲ各学校ニ招腐セ

ムトスノレハ学校経済ノ菩IJ底許ス所ニプラス放ニ~\見ニヨレハ全国学校(除的範学校)ノ箪事教育教官ハ陵主事

翁ヲシテ各学校ニ推薦セシムノレ方適当ナリト信ス雨シテ推薦内規ノ要領/慾事長ハ大概左ノ如シ

一 控室事省ハ在郷将校及下二七/学校教官希望者中ヨリ適当ナノレ者ヲ選択シ之ヲ学校ェ推薦ス

ニ.教Fgハ其'@毒事ニ対スノレ武官俸給ト現ニ受クノレ恩給年金トノ差額ヲ学校ヨリ支給セラノレ

三.下士ノミヲ教官トシテ麗鴎スノレヲ雲寺ス

隠 1正当ノ理由ナクシテ緩免セラレタノレ教官ノ、他ノ学校ニ転任セシム(推薦ノ形式ニテ)

五.教官在職中ハ現役ト心得シム

お/方法ニ拠レノ、

一.全国学校/箪等教育ヲ統一シ得ヘシ

ニ.学校ハ有力ナノレ教官ヲ得ヘシ

三.教'@/位授向ヒシ底究令行ハノレノレ結果家事教育 7シテ君主キヲナサシム

四.第四項ニ依ワ教官ノ、位置す長議セラルノレヲ以テ生徒ノ怒ニ婚フノレカ如キ隠習ヲ除去、ン得へ、ン

こうして軍事教官は陸軍省の関与によって選定され，現役武官と同等の待遇と地位を与え

るべきことが要求された。

加藤は，ついで、「第五節 ノ軍事教育」とし，それの不振の原閣を 11.目的ノ確

立セサノレコト 2.教官ノ学殖，威望足ラス生徒ニ箪事趣味ヲ与ヘサルコト 3.自負心大ナル

ニ拘ラス生徒ノ智識幼稚ニシテ国際競争ノ実際ヲ知ラス箪事教練ヲ以テー兵卒ノ事ト誤解シア

ノレコト」に有るとし，これを振興するためには「操典，要務令等ノ摘講Jは無意味で、あって，

「軍事高等知識ノ養成ムつまり f列留軍錆ノ状態，国防方針，箪事予算，内外筆致及現用兵器

ノ大要等ヲ講述Jし，生徒に「間際競争ノ実際ヲ知ラシメ彼等ヲシテ自奮」させることが最重

要であるとする。そして軍事教練を実施し，単純な「号令官」ではなく相当の学識を有する

郷あるいは現役将校を教官にあてるべきであるとしている。 1第四節 実業専門学校ノ箪率教

では 1一年志願兵ノ成績ニ見ルニ最其ノ指導ニ国難ナルハ実業専門学校ノ卒業生ニ多J

とし高等学校と間程度の箪事教育を施すべきであるとしている。

そして「第五節 師範学校ノ箪事教育jにおいては， 小学校の兵式体操教員としての技

儒，小学校教師としての軍事常識に欠けるきらいがあり，また兵式教官の「大部ハ教諭ノ鼓末

班ニ佼」している状態では「生徒精神ノ鍛錬，規律，秩序，服従，忍耐心」の養成が覚束かな

いから特ニ控室手ヨリ擾秀ナル現役将校ヲ派遣」しまた， 1……全国師範学校ノ軍事教育ヲ

統一スノレ為軍事学術ノ教授要目ヲ規定」することを提唱している。しかしここではまだ六週

間現役兵の期間延長の要求は出されていない。

こうした「体育不振j状況の打開，中等学校における箪事教練の改善，箪人経験者の教員

任F誌などの寧の要求は，周知のように， 1917 (大正6)年，問中義ーによって f学校に於ける

事教育を改善すべき施設の大綱J10) としてまとめられるに至る。

田中義ーは，国民教育の目的は f徳性を掴i養し，智能を啓発し，身体を強健にし護国の

精神に富める忠良なる国民を育成するj ことであって，それの制度は，諸学校規程，なかんず

く体操教育の目的規定と， 1教育勅語の御趣旨と相侯てj備わっているが，問題は， 1制度備わ

りて其実施の之に伴わざる」点にあるとし，学校体育と体操教師のあり方に対して批判する。
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先ず，学校体育について r特に既往に於ける突綴に徴するに，学校の体育は，以て糊健
なる体力を育成するに足らず，又其の主眼とする規則，服従，協向等の精神的訓練の十分なら

ざるは，毎年の徴兵検査成績と，入営壮γの実状とに照して，転た寒心に甚えざるものあれ

と危機感を表現し，特に批判を中等教育にむけて r……教育勅語の御趣旨は，中等程度以上
の学校に於て，甚だしく徹底せざるやの感あり」とその精神教育への危慎を表しさらに， r昨
年度の徴兵検査報告に依れば，体格甲種に属する者の千分比は，普通壮了(高等小学校卒業程度以

下の者)の三七八に対して，中等以上の学力を有する者(中学卒業及び間程度以上の者)は二七八」

であり，一年志願兵の方が体格優秀であるドイツとはまったく反対の現象であり，そのドイツ

において，一年志願兵有資格者中約九分の五は志願するのに反し我閣では九分のーに過ぎ

ず，また，徴兵忌避者数及其の疑いのある者が，検査人員に対する千分比で，尋常小学校卒業

程度の者は1.8であるのに対し高等学校卒業程慶の者は4.7，大学卒業程度の者は5.5と，教

育程度の高いものほど多いとし、う現状を指摘しこれらを「甚だ慌歎に堪えざるなりJと心痛

のほどを披躍する。

そして，この「体育及び精神的訓練の振わざるJのは，教育の根本主義が一貫していない

ことと，教育制度の実施が徹寵していなし、からであり，特に教師の素繋が問題であるとして次

のように指摘する。

「特に国誌の基礎教育に任ずべき小学校教師は，社会的地位，物質的待遇の低~と精侠ち，

教育家たる拍負と自信とに乏しく，体力，人格共に擾秀ならざるもの少からず。又中学校，師

範学校等の体操は，徳望及び軍事素養少き薄給の教師に委ね，体操教部と云えば，生徒軽侮の

的たらざるはなき現況に処しては，実績の揚らざる拘に其所以なしとせざるなり……就中教師

の地位，待通及素質の向上を期せしむること，急務中の急務なりと信ず。」

このように罰民教育，体育教育の現状を把揮した上で， 問中義ーは r近世戦争は国民戦
争なり，兵器を執って戦場に赴くものと，郷関に夜て産業に従事する者とを問わず，挙げて護

国の任に当るの自覚を有する真に健全なる国民を， 養成せざるべからず。j として， 学校に於

ける家事教育の改善を四項尽にわたって要求した。

一.中学校，師範学校其の他一年志願兵認定学校に， I澄主事戸山学校体様、科を修了せる者より選抜せる茨役将

校下士(要すれば一部の夜郷者宅ピ加う)を派し， 当該校長の指揮下に隠して雷11脊に従事せしめ， 軍部よ

り所婆の兵器を供給し，教練実施をして有意義ならしめ，以て体育及び規律的教育を昂上し教育制度の

趨旨を徹底せしめ，主事と学校との渓繋を図ること。

{区し之が為め将校下二との増員，兵器霊堂の増加を憂するは勿言語にして，所主芸の経費は陸箪よりjJiJに要

求すること。

ニ.弊幸喜多き徴祭主連予制度を全廃し，一年志際兵認定学校卒業学生も，巡毒告と共tこ徴兵検査に応ぜしめ，在

学問数年安限り其の入営延期を許可し，立学校卒業期と寧隊入営期を， 1.皮比連絡せしめ，服役に伎なる

如く改正し以て教育ある密民をし，進んで兵役に綴せLめ，一般国民に皆兵の範をま廷れしむること。

三.六週間現役制度は，独り臼本にのみ存在し，時勢の要求と国民告を兵の精神とに一致せざるを以て，茶の

現役期限を一ヶ年に延長し，国民の基礎教育に任ずべき師範学校卒業者の主事事教育を昂上せしめ，茶の

効果を悶E語教育tこ及ぼすこと。

間.師範学校に速成科を設け，満期のr長士官下士官中，人格技能号事適当なる雪量を選抜し，試験の上入校せし

め，小学校教的採用の途を開くこと。

この問中義ーによって提起された箪の教育に対する要求は r大正期j の軍事政策，教育
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政策の進展の過程で遂次実現していく。以下では，その経緯について述べてゆく。

1918 (大正7)年3月 r徴兵令j中に改正が施された。 それによれば r兵役義務ノ均等
ヲ図ルノ根本主義ニ基キJという理由のもとに，徴集猶予制度の全廃，六遊間現役兵制を一年

現役兵制に改めることが規定された。11) これによって，二項，三三項が実現した。

「徴集結予昔話j度の全廃」とは，従来中学校以上の上級学校に進学する者は徴兵検査時点で，

出願すれば，満28歳まで徴集を猶予されていたが，この改正では， r徴集猶予1liUJを「入営延
期制Jに改め，丁年に達したものはすべて徴兵検査を受け，それの合格者中，中学校卒業者で

一年志願兵志願者のみに上級学校の修業年限に応じ入営を延期するというものであった12)。 こ

れによって寧は，徴兵忠避の防止と，一年志願兵制度の厳正を計るとともに翌大正8年に制定

された「一年志顕兵条例jによって，その「軍事上要求ニ鑑ミ現役中ニ於テハ特ニ不良ナル者

ノ外伍長ノ階級ニ進マシムJ13) と従来は特に成績優秀な者(一般は一等兵まで)に限られていた

伍長進級条件を緩和し予後備将校養成の量的拡大を計った。

「一年現役兵制Jは， 日露戦後に六逓間現役兵に対し期待された役舗をあらためて果させ

ようとするものであった。「一年志願兵条例」と問時に制定された「一年現役兵条例」は， r小
学校教員ニ対シ一般的箪事教育ヲ施シ国民教育上効果アラシムル為J14) と従前と基本的に変わ

らない位置づけをし従前においては第二国民箪幹部とされたものが，一年志願兵と開じテン

ポで進級させ，退営の際は，軍曹に任ぜられることになり 15)，また，希望者には，一年志顕兵

と間様「終末試験j受験資格が与えられ，予後備将校への道が開かれた。これについて宿弘文

部次官は次のように通牒している。

「……尚満期退営の時は寧曹の階級に進み志望に依っては終末試験を受けて予備将校とな

り奉技官の地位を占め得るのであるし，又小学校教員として児童教養上には勿論在郷箪人会，

青年国等の指導者として適当な資格を得ることになる……J16) 

問中の要求の四項目は， 1920 (大正例年5月に不充分ながらも実現した。それは苓弘

文部次官名通牒で明らかである。

手詩文部次官より各地方長官への通i様姿旨17)

在郷将校同相主事官にして小学校教良志望の向き有之立陸軍翁に於ても之か奨励を為す越に(侯彪食管内に

於ける右箪人にして人物学力操行2主体格等教員として適当なる者有之後際は左訟の通り使益を与へられ百I成

採用相成i侯禄御耳元計相煩度比段申送侯tI1.

左記

一.有資絡1警は可成採用する様取計はれたし

一.小学校令主主行銃剣第百七線第一項第一号乃三室第五号18)に依り然試験検定を行ふ場合tこ於ては右該当者

に対し免許状を受くることを簡易ならしめ主主免許状を有するに姿りたる者は可成採用する様耳元計はれ

t.::.し

一.小学校本科1E教員以外の教員免許ー状をヰぎする1告に対してはま毛の経歴に隠し可成資格の向上を図る様取計

ばれたし

ー.前夜以外の然資格者にして小学校教員たらんとする者に対しては適当の方法に依り資格を得さしめ可成

採用する機取計はれたし

この遇撲は r……文部省と陸軍省と間に於て種々協議せる結果J19) 発せられたものであ
るが，一読して明らかなように，一年志願兵(中学校卒業以上)経由，士宮学校経由で退役の
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予後備将校(小尉以上)に対し， r特別の便宜を取計J21) ったものであった。20)
問中義ーは，この通牒の発布は「……誠に慶賀の室りである。i1) としその意義宏次のよ
うに説いた。すなわち，在郷将校の中には r禁の職業主f得ざるが為めに採るべき途を誤札
生活上の不安を感じ……Jついに「……将校としての体面をも保つことのできぬ者も少なくな

い様である。Jそこで， r之が救済の方法Jとして種々講じて来た方策のーっとして実現したも
のである。しかるに，小学校教師の職は在郷将校にとっては「最も適当にして而も最も高尚な

る職業Jであるとし，その理由を次のように説いている。

「抑小学児童の教育は， 国民数予守中設も雪量喜さなるものであって， 突に酪家的芸評言葉である。殊に現時に於

ける社会の情態を鐙みるに，教育者の笈任は一層E重大なるを痛感するofをに於いて在郷将校肉相毒事官が，…

…将来兵役の震きに任ず可き児童の教育に従率することは， l'雪に茶の趣味の津々たるのみならず，国民をし

て，皇室及国体を基調とする忠君愛関の精神を溺養せしめ， !3から進んで髪室の藩界となり，国家の平城た

るの希翠を盛んならしむるには，関民教育の基礎きと主事[歎教育に霞くことが必要であり，之が為めには堅実な

る思想を保持し，索隊の実情に遜層もする1告が，児震を感化訓育し，兵の精神とを鍛錬せしむる必婆がある。」

かくて，准士官，下二とを小学校教舗に採用すべしとする要求は未だ実現に至らなかったが，

人経験者を小学校教師として登用する「特別の道」が開かれたのである22)。

第一項の現投将校の一年志願兵認定学校への配属要求が実現にきさるには次のような事情が

加わる。 すなわち r山梨軍縮Jr字垣軍縮」と称される二度にわたる陸軍軍備縮少問題で
ある。

この軍縮問題は，いわゆる f大正デモグラシ-J運動の中から提起されて来た「軍部大臣

武官専任制j撤露要求を現点とする寧部改卒論を契機とし，第1次大戦後の戦後恐慌による財

政膨張解消のための軍事費削減の必要性という状況下で， 1921 (大正 10)年7月，アメヲカ大

統領ハーディングによるワシントン軍縮会議の提唱と対英米協調路線をとる原内閣のそれへの

参加表明がいわば起暴剤となって急速に政治問題化した。尾崎行雄，吉野作造，島田三郎，石

橋犠山，鈴木文治等の「軍備縮少同志会J23)や，各政党一致しての箪縮要求は， 1922 (大正 11)

年，第45議会において，政友会の「陸軍の整理縮少に関する建議案J，国民党の f軍備縮少に

関する決議案jをもとに各党による「統一建議案」が作成され 3月訪日可決されるに至っ

た24)。 こうした軍縮論のもりあがりに対して，陸箪は， 8月「睦寧軍備整理要綱i5)を作成，
将校 1，800名， 准士宮以下56，000名， 馬匹 13，000頭の削減， 経費2，300万円節減， 兵役年限

40 13短縮，機関銃隊・野戦重砲隊・飛行隊の新設などの箪備整理の決定を余儀なくされた。

第二次の宇垣一成陸相による軍縮は，事情がちがっていた。上述の「山梨軍縮」を突現さ

せたいわゆる「第一次護憲運動jは，政友会の脱落による政党対立により 26)軍部批判という重

要課題を等閑視するに至り，また，第二次山本権兵衛内閣辞職後の清浦蚤吾内関に対する「第

二次護憲運動jは政権獲得運動として展開され，打倒目標はもっぱら貴族院に向けられ，

は打倒目標たることをまぬがれたのであった27)。宇塩は， こうした政治状況をたくみに利用

し，寧の近代化と合理化合'骨子とする「箪縮案jを実現させ，また，箪部大臣武官専任制をは

じめとする軍部機構改革論を閉止したのであった。 1925(大正 14)年5月から実行に移された

宇壇の「軍縮案」の大要は次のようであった。すなわち， 4偲師団蕗止・斡重兵隊改縞・

充実部整理・官衛学校改編・事務費削減などにより， 大正 14年震予算において経常部と臨時

部会計 1，295万円を削減。これに伴って，将校1，200名，准士官以下約36，000名が整理された。

一方，親規充備計画として総額1億4，126万円を計上し大正 14年から 8カ年計画で航空隊光
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実・戦車隊と高射砲隊新設・化学兵器研究施設充実・銃砲改新・軍事通信の教育機関と研究機

関の統合・自動車学校新設・青少年訓練の実施などが企図され， それの大正 14年度所要経費

は， 1，267万にのぼった。したがって，削減額との差引きは 28万円にしかすぎないという名目

だけの「箪縮Jであったお)。

第一項目の要求は，こうした箪縮の過程で実現してゆく。 まず r山梨軍縮」の見返りと
して，整理された退職将校に対する中等教員養成講習が開催された。

これは，多数の失職将校に職を得させるため f…

…陸箪省では目下全国で不足を訴えている中等教員に

振り向けることを考えついたが，之には中等教員検定

試験といふ難関があるので，文部省に相談した結果，

悶省でも多いに賛意、を表し，二ヶ年の特別講習を無月

認で関色……卒業したものは，全部検定試験によら

ず中等学校教員の免状を交付するi9) ことに決したと

された。この講習会の実施は，東京高等師範学校に委

託され，講習員募集は，すべて陸軍省人事局内に設置

された美済会が掌り，高部教官による入学試験を経

て，毎回 20~30 人を入学させ， 3ヶ月-1年半の講習

期i習で中等学校免許状を与えた30)。そして，表-5の

ように，昭和5年までつづけられた。これによれば，

体操科(おそらく 3ヵ月講習であったろう)が半数を越え，

しかも大正後半期に集中しているo

ところで 1923(大正 12)年 8，9月，字程一成は，

f極秘，陸軍改革私案J31) を車しているつ これは，総

力戦に対応すべき寧の近代化を理想、としていた字垣

の「山梨箪縮Jの不徹底さに対する批判を根底にし

袋一一5 送車語将校中等教員養成一覧

開催年月 づ対4日 科

大正 12年10月 体 操 挙十

大正 13年 1月 体主語科・数学科

大正 13年 5月 体 f桑 科

大正 13年 9月 体 操 科-

大正 14年 4月 体 操 flf 

大正 15年 9月 英言苦科0・数学科

大lE15年 1月 E富誇及漢文科

大正 15年 4月 体 換 草寺

大lE15年 9月 数 Aづふん一 科

昭和 2年 1月 閣官苦及漢文

昭和 2年 9月 体 操 科

昭和 3年 1月 図言苦及漢文科・地潔科

昭和 4年 1月 閣議及漢文科

昭和 4年 9月 体 操 科

昭和 5年 4月 地理及康史科

f創立六十年Jp‘85-p.86より作成。

「……与論に先制して国防力の改善を図るJ32) ため胸に秘めていた構想、で、あり， r字盤箪縮Jの
テキストでもある。そのことは， この「私案」の鞠外に， r(大正一引用者一)十五年七月下旬往

事を追想し現状に鑑みJとし，改革案各条の実現進捗状況を記入していることから現らかであ

ろう。

「私案」で字塩は r第三，服役年限， (1) (略)， (2)現在の義務教育の完備を励行すること
入営壮丁の約五分ーは尋常未教育者あり， (3)補習教育青少年間の指導督励し壮丁素質の向上

を国ること，之か為例の青少年寄iI練の実現を条件とすること， (4) (略)， (5) (器各)，右の外義務教

育ニヶ年延長(殊に徳育体育の完成に注意す)は一年夜営部とする前提の下に諸般の改革を準

備すること」と言った教育制度に対する要求とともに，一年志願兵及一年現投兵制度の改善を

次のように立案していた。

第五.一年志綴兵及一年現役兵制度

一.高等学校卒業者以上の程度の者を以て予備将校とするを本則とし茶以下のものは特異の者に限り之に加

ふること。

二.中学校程度以上の各学校に現役将校以下務千を派遣して体育及室事事謬11線の教育指導にさきらしむること向
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E寺iこ之iこ配当の時間を土議加すること(毎週少くも五時間， 毎月少くもー臼の野外教練)関してお効果の

挙がるに伴ひF若者の主E~雪期を一ヶ年(青少年訓練出来れば八ヶ月)に短縮し優秀者を送営時に官室長に任

命して予備将校の候補者として議後復習の際の結果に依ワ少尉任命の逃否合決す。予備将校候補たらざ

る者は兵卒，自工長，軍曹の階級tこlI:.む。

「大正期」における「武官数邸J(体操科t宣伝教員)創出の試み

この現役将校の学校配属の要求は，文政審議会の議を経て，字壇が「私案」欄外に「実現了」

と記入したように， 1925 (大正 14)年4月「陸箪現役将校学校配属令」によって実現されるに

宝った。かくて，武官教師の登用という軍の長年の要求が実現されたわけで、ある。

ところで字壌は，第一項において，予備将校の供給源を高等学校卒業者以上とすることを

「本則」とするべきであると構想し，大正 15年の欄外記入では r兵役法の改正に伴ひ大部は
解決すベし」としている。 1927(昭和初年改訂された「兵役法l3)は，師範学校卒業者に対す

る短期現役兵制(第十条)と，中等以上の諸学校在学者に対する徴集延期(第四十一条)を規定

し，同施行令，施行規期制定(同年 12月)に伴い「一年志願兵条例J r一年現役兵条例」は廃
止された。

短期現役兵は，服役期間 6カ月，現役満期の際は伍長引除隊後は第一国民兵役お)に服す

るとされた。 また，従郊の一年志願兵制度は陸軍補充令」お)において幹部候補生制度とし

て規定された。それによれば，幹部候補生(志願制)たる資格条件は， r(イ)配購将校ヲ付シタ

ル学校(研究科， 選科等ノ別科ヲ除ク)ヲ卒業シタル者， (ロ)配属将校ヲ付シタル高等学校高

等科又ハ大学令ニ依ル大学予科ノ第一学年ノ課程ヲ修了シタノレ者， (ハ)配属将校ヲ付シタル学

校ニシテ睦軍大陸ニ於テ高等学校高等科ト同等以上ト認ムルモノノ第 4学年ノ課程ヲ修了シタ

ル者J(第五十三条)で，配属将校の行う教練の検定に合格した者とされ，その修業期間は，

(1)中学校卒業を入学程度とする修業年限2年以上の学校以上の専門学校，高等師範学校，高等

学校，大学にあっては， 10ヶ月， (2)それ以外の学校卒業者(中学校卒業など)で配属将校の行

ふ教練の検定に合格したものにあっては， 1年とされた(第五十七条)。そして，それの進級は，

表-6のように満期の擦に，曹長，あるいは，軍曹とされ，終末試験合格者(第五十九条)が，

将校鈴衡委員会の議決を経て， (第六十条，第六十一条)予備役士官に任ぜられることとされた。

予
備
将
校
へ

袋一6

守護主事伍兵上Z存号事その他の者

下
士
予
備

(1) 

(2) 

世間主事長伍兵β'" 
吋ずーと卒等2存

表中 (1)，(2)は本文中修業期間区分と同じ

「陵主事総1e令j第五八条より作成

指
守(2) 

こうして短期速成の予備(したがって後備)役将校・下士官の大量養成制度が制定されたわけ

であるが，そのことは，その前提たる学校教練が実質的軍事教練として兵営内における

練と同質のものであることが必須条件となる。そのためにすで、に述べたように，現役将校の学

校配農が実施されたわけであるが，軍事教脊は，言うまでもなく，中践長として兵卒の教練に
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従事すべき将校のみで行なわれるわけではなく r精錬ナノレ翠隊ノ、将校ノ智識ト経験トニ依テ
求メ得ベキハ勿論ナリト難モ下士上等兵ノ技繍ヲ要スノレコト最モ多シ特ニ初年兵掛下士上等兵

接之ガ教育ニ任ジ……其ノ指導ノ宜シキヲ得ルト否トハ遼グ全服役間ニ波及スルモノナ

リJ37) とされた下士上等兵が担当した「助教」が必要であった。そしてこの f劫教jを学校内

に準備したのが，小論がこれまで述べて来た軍人経験者の産接・間接による教員登用制度であ

り，無免許教員在用制度であり，東京高師における速成養成であった。

1924 (大正 13)年，文部省大臣官房学校衛生課体育運動掛は，体操科担任教員の情況調査

自大正九年一月一日締範中学
の一部として大五十三年九月二十日 高等女学校体操科教員免許状授与者数調J(表-4)及び体
操科教員中の「予後備投控海軍々人出身者状況調J(表一7)を実施した38)。 この調査によれば，

公私立学校の体操教員総数 2，306人中陸臨箪々人出身者が， 1，028人 (48.9%)の高率を示して

おり， またそれら軍人経験者教員のうち， 体操科教員免許状を有する者は 218人， わずかに

19.3%にしかすぎないことが示されている。 1919(大正 8)年東京高等師範学校に体育科を設

したのをはじめとする公的機関における体育教員養成の一定の拡大はあったが，負閤な体育

教員養成制度の下で、箪人出身者への依存度は約半数まで、に及んで、いたので、ある3へそして，こ

の軍人経験者の教員在用を制度的に保障してきたのが，前述したように無免許教員任用制をは

じめとする諸施策であった。

表-7 公私立中等学校体操科担任教員予・後備役際海軍箪人出身者人員調資表

(文部大医官房学校衛生課体育運動掛調査)

師範学校 208 

中学校 1，063 204 

実業学校 742 89 

メ日』 計 I2，013 I 293 

富市範学校

中学校

実業学校

上長官|土

12 

2 

上長官

208 8 (3) 

1，267 33 (1) 

831 14 

2，306 I 55 (4) 

官|下 土|

25 ( 1) 

37 ( 5) 21 ( 5) 

合計 15 四(同 i46 ( 6) 

36 ( 5) 12 ( 5) 56 ( 13) 26.7 (%) 

335 ( 67) 116 ( 25) 484 ( 93) 45.5 (%) 

279 ( 67) 105 ( 23) 398 ( 90) 54.2 (%) 

650 (138) 233 ( 53) 938 (196) 46.6 (%) 

メ日ミh 5十
言十 庁間以内lするa分比

56 ( 13) 26.7 (%) 

130 (13) 63.7 (%) 614 (105) 48.5 (%) 

60 (10) 57.4 (%) 458 (100) 55.1 (%) 

190 (23) 64.8 (0/0) 1，128 (218) 48.9 (%) 

1) 大正13年3Jj 1 B混在の線変。 但し大阪府は未報告のため含まず。 師範学校57校，公立中学校
372校，私立中学校79校，公立実業学校458校，私立実業学校49校，計 1，115校の務査。;均，大蕊
13年3月現在のそれぞれの学校数は f文部年報」によれば， 師範学校98校， 公立中学校375校，
私立中学校91校，公立実言葉学校654校，私立実業学校86校， g"十1，304校である。
2) ( )内は，宥資格者数を示す。
3) 表中，土1fは准士宮を，下二とは兵卒(綴少数)を含む。
4) 表中， rーと長官」は佐官'クラスの総称「士宮」は尉官クラスの総称である。
5) 表中，数値に不正確な部分があるが，すべて涼史料のまま引いた。
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「陸家現役将校学校記属令jは， 従って， 現役将校合学校に配置したという意味で画期的

であったばかりではなし将校が軍事教練を指導する際，それの「助教jたるべき士官・

がすでに教員として準備され，おのずから，学校内に，兵営と同じ様な軍事教育体系を創出さ

せたという意味でも甑期的であった。

付記 小論で使用した「傍行社記事」は，掛山謙次先生にお借りしたものである。記して

謝辞とする。

(1977. 5. 31) 

1)一般に間家総力戦は，額力のすべての構成要素を平時からもっとも有機的かつ有効に組織化し，戦時に

はー磁の言者力を最高度にかつ統一的に発揮させようとするが，兵体的には権力築中による強力な戦争指

導体制iの樹立と人的物的資源の総動員とを不可欠の重要素とする。

(木坂順一郎『察部とデモグラシ一一日本における国家総力戦準備と察部批判をめぐって-Jl国際政

治学会，季刊「国際政治・戦争と乎和の研究JIIL 有斐閣1969年。)
この関家総力戦の研究は，周知のように佐藤鋼次郎の先駆的研究はあるが，それの本格的研究は，

1915 (大IE4)年参謀次長に就任した問中重量ーによって捻進された。.ilDち， 参謀本部第一課(編成動員)

の森五六大尉に命じ，交戦各国の国家総動員に関する兵体的調査と臼本における計画立与裂を命じた。こ

れは， 1917年「全閣動員計濁必要/議」としてまとめられた。

ここで，序に，問中の総力戦認識の一端について紹介して鐙こう。

街中は，第 1次世界大戦の与えた教笥11として『欧州戦争ノ与へ Fノレ戦略，戦術上ノ教習IIJl (1俊行社

記事j第509号大IE5年12JHこ於て，次のように指摘している。
「本欧州戦争ノコ実ニ前古未曾有ノ大戦ニシテ……主主ノ総兵力実ニ千万7超ェ……最新式ナノレ兵器

ヲ採用シ所在文務的補助材料ヲ応用シ交戦既ニ二年余ニ及フモ雨繁ノ何レモ尚米タ決定的戦勝ヲ獲得ス

ノレニ受ラス……然りト線モ彼我丙寧カ所議最精鋭ナノレ軍隊ヲ挙ヶ滋テ緊張シタノレ努力7以テ亙ニ統帥ノ

妙7域シテ相戦ヒシハ統ニ過去ニ属シ今ャ其/兵員ノ数兵器ノ精及戦線ノ延長ニ於テ往時ニ勝ノレモノア

リト維殆ト全ク陣地戦ニシテ変化ノ妙ナク兵力ノ衆ト兵器ノ優勢ニ侍ミ敵ノ一角ニ対シ正面ヨリカ攻ス

ノレニ過キス随テ戦略，戦術上ニ与フノレ教習11ハ寧ロ前半期ニ議答ニシテ今日ニ於テハ鐙ニ陣地戦ニ関スノレ

新資料ヲ提供スノレアノレノミ」とし，消耗戦たる第一次世主界大戦の終徴の一つである「陣地戦Jを軽視す

る立場に立ち，大戦の教訓|化を試みるo

「……本欽州戦争ハ主主ノ兵力ニ於テ終又兵器材料ニ於テ到底民主奪戦役ノ此ニアラスト量産茶ノ結果ニ

依ヲ判断スノレ時ノ、大体ニ於テ戦役前ニ唱へラレタノレ戦略，戦術上ノ根本原則ニ就テハ何等重大ナノレ卒命

ヲ驚ラサス寧戸大ニ茶ノ意義ヲ強メシムノレモノ多ク只兵器ノ進歩，兵力ノ増大及著者助材料応用ノ増加毒事

ニ依ザ局者日ニ於テ多少ノ変化ヲ馴致セノレヤ鶴宮リ明ナリトス……jとし， 日露戦後採用された「攻勢作

戦J方針の言意義が強められたとして，次のように続ける。
「抑々攻勢作戦ニ於テ絞必要ナノレハ家/機動能力ナリトス兵器ノ進歩著シク戦闘ニ益々靭軟性ヲ増

進スノレニ於テ特ニ然リトス却チ攻者ハ敵ノ予期セサノレ地点ニ快速ニ敵ヨリ優勢ナノレ兵力 7集結シ一挙ニ

勝利ヲ獲君主ムカ為ニハ其ノ機動能力姦ニ歎ニ勝ノレヲ必要条件ナリトス菱シ此Fノ如タニシテ攻者ハ其

ノ運動ノ務手ニ於テ敵ニ一歩ヲ先ムスノレ又其ノ速度ニ於テ敵ニ勝ノレトノニ重/利益ニ依リ敵ヵ我動作ヲ

察知シ之ニ対抗スノレノ手段7議セサノレニ先チ克F茶ノ自的ヲ速成シ得へケレハナリ菌室事ノ兵力益々土語大

シ主主ノ機動力愈々減少セノレ今臼ニ於テ特ニ然ザトス……j

こうして，鉄道，自動車，電気通信号事を繍劫的手段と位霞づけた。

さらに， 1我家作戦ノ大方針カ攻勢作戦ニアノレヤ間ヨリ雲ヲ倹タス我国情及E雲氏性ノ、今次歓州戦ノ

如キ長期ニ亙ノレ作戦ヲ不利トスノレヤ亦明ナリ又現在ノ関カハ将来ノ激ニ立すシ絶対的優勢ヲ点ムノレニ足ノレ

ノ兵力ヲ養成スノレ 7~午サス.ílPチ否人ノ、募兵 7 以テ衆兵ニ対シ雨モ短期間ニ之ヲ警察砕スノレヲ婆ス之カ為メ

奇人ハ軍隊議~ノ向上 7 努ムノレハ勿言語箪ノ機動力 7 増進スヘキ方法ヲ欝スノレト共ニ悶寧ノ上下 7 一家ス

ノレ攻警護精神ノ充分ナノレ徹底7図ラサノレヘカラス……」として，速戦.ilP決主義の立場を表している。
このように，田中は，総力戦という概念を，日露戦後の家制改革の3量的拡大程度にしか認識してお

らず，国家生活の全能力が国防と戦争のために有機的に統合されるという状態を予想していなL、。のち
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に悶芸家総力戦言十磁策定に当って直接指導的役割を担うことになった石原莞爾は， 1928 (昭和3)年度際家

大学校二年生のための講義「欧州大戦史」の中で，このことを，次のように批判している。

「臼露戦争ノ僚{幸的成功ト吾閣情ノ戦争持久ニ不利ナノレ為メ且ツハ欧州宝算事界ノ趨勢ニi1W従スノレノ

結果我国家ノ、益々逮戦速決主義ニmキヲ鷺ケリ。欧州大戦初期ニ於テスラ我主事事界ニ於テハ勝州ニ於ケ
ノレ隊地戦ハ欧州人ノ勇気足ラサノレ結果ナリト判断ヲ下シ益々猛烈ナノレ作戦ヲ称揚セザ。然ノレニ大戦ノ末

期ヨリ初メテ戦争持久ノ止ムナキ'7'l'U断シ叡家総動員主主他之ニ掬スノレ議論施設遂次発展ヲ見ノレニ至レ

リ。J(角間願締「石原莞言語資料・図防論策JD芸望書房。)
2) r沿率史J下巻， p. 1142-p. 1144. 
3)大豆 12年改正率案によって，いわゆる「戦闘若手方式jが取り入れられる。

4)大lE12年「歩兵射撃教範翠索」では， r中隊単主総射繋ヲ廃止シ小銃及的i機関銃ヨリ成ノレノj、隊ノ戦闘射繁
ヲ以テ限度トスJ(r治革史」下巻， p. 1162)とされた。
5)たとえば， 1917 (大正6)年，参謀本部第五議(支那謀)兵要地誌班長であった小磯国昭少伎は，国中参

謀次長に提出した「形悶悶防資源 参謀本部J(小磯少佐私案)において， j筒15裁から 50直読までの男子
総数約2，700万人のうち三分のーにあたる 900万人を総動員兵数としている。(小磯図昭「蕊仏i鴻爪J
p.342) 

6)一年志額兵制度は， 1879 (明治22)年の徴兵令改正によって制定されたもので，中学校以上の官公立学

校または文部大臣の認可を受けた学校卒業者で，在主義i認の愛用を良介できる者に，普通ならば現役三年，

予備四年，後備五年の計十二年の兵役を，現役一年，予備一年，後備五年の計七年ですませる有産者に

対する特権的制度であった。

1904 (明治37)年，日滋戦争の動員を充すために， r一年志願兵条例j及伺細則に全部改正が行なわ
れ， 現役一年， 予備役6年4ヶ月，後備役5ヶ年服役とし，その問毎年60釘関白書聖参加で勤務演習に

召集することを規定した。さらに隠年再び改正があり，後備役服役を十年とした。

1911 (務治44)年，現役一年満期吉iT終末試験を受け，合格者は満期後箪留に，翌年第一次勤務演潔

(30 B隠)を受け及第者は， 曹長問相号事'g(ニ予備役)に任じ， さらに翌年第二次勤務演習 (30B関)な受

け及第百告は少尉に任せられることになっていた。(予備役服役期間六年四ヶ月，後備役服役期間十ヶ年は

変っていない。)

7)加藤一平 f米国務通学校ノ箪等教育ノ実況及白木ノ学校ェ於ケノレ軍事教育ニ対スノレ私見.!Ir借行社記事」
第502~ラ，大正 5 年 5 月。

8)綾軍少将山口圭草誌によれば，海主事は， 1917年より三ヶ年計画で，事著級戦措置十隻，戦間巡洋艦六隻，偵察

巡洋紙十隻，水雷駆逐艦五十隻，大潜航艇九隻など，計百五十隻を新設。陵主事は，蕊規兵(常備主事)7万

2二r，民兵12万9千，計 12万 1千人であったものな，lE淡兵 14万 2ニf，民兵12万9千，大陸補充翠
40万人言十67万1千人に拡張したと紹介している。 (rli口著 f欧州大戦と日本の将来Jp. 443-p. 4460 東
京さ注文館大lE6年4月)

9)東京高等締範学校助教授三橋喜久雄引本育上注意すべき一問題一体操科中教練につきてー.!Ir帝国教育J
第419号，大正6年6月。

10) この回中の言語文は， r……第一次欽州大戦の教習11に蕊~， ……国家百年の長計は， 宝客隊教脊と国民教育

との緊急なる逮擦を確立するに在りと為し，次の如く所信を披霊童jしたとして， r邸中義一伝JJ二宅金，
p. 472-p. 482にZまって紹介されているものであるが，この論文が如何なる経絡で餐かれたかは不明であ

る。しかし，後に触れていくように，ここでまとめられた問中の軍事教育に対する要求は，ほぼ災現さ

れて活にこの持郊の宝容の教管華客求を集約したものとしてE重要であると考える。また，この論文の明磯

な執筆時期は不明であるが，文中に， r......大戦は今や第閲年に入り……」とあるから 1917年のものと
捻定でき，泊中の参謀次長在任中の執筆にかかるものである。

以下の引用はすべて同議による。

11) r沿革史」下巻， p.358. 
12) この問題はすでに，大工E3年に，教干著書君主霊会において審議可決されているが，小論では触れない。

13) r沿革史J上巻， p. 374-p. 375. 
14) r沿革史J上巻， p. 375-p. 376. 
15)一年忘際の場合は，終末試験合格者が，箪習に任ぜられる。合格者には「及第詮議」が公布され，これ

によって，第1次勤務演習の受講資格とされた。)年涜役兵は，一般的には「及第詮審」は援与されな
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L 、から，予備役将校とはなれない。

16) r教育持論J第1252号『時事槻J1，大正9年 1Ji25Bo
尚， 当時小学校教師で泰任官になれたのは 1J果3人まで， 特別の事情ある道府県で 10人までで

あった。(:発達史」第6巻， p. 545) 

17)問中義一「大民主E苦慮よりJp. 18-p. 19，兵議出版，大豆 14年。
18) r小学校令施行規則第百七条第一項jの，大正8年3Ji 29日改疋後の条文は次のようであった。

第百七条， 無試験検査ハ左ノ各号ノーニ該当ス者ニ就キ第百八条(試験検定の場合の試験科目の指

定一引用者 )及第百十二条(7侯教員試験科目の指定一引用者一)ノ規定ニ対日章、シテ之ヲ行ブ

一.師範学校，中学校，高等女学校教員免許状若クハ高等学校高等科教員免許状 7有スノレ者

ニ.高等学校高等科又ハ大学予科ヲ卒ヘタノレ者

三.文部主1i@:綜学校ニ於テ茶's'I.aニ濁シ特ユ教員ノ職ユ適スノレ教育ヲ受ケテ卒業シタノレ者

四.中学校又ハ高等女学校 "j:l存薬シタノレ者

II.. 公立私立学校認定ニ関スノレ規則ニ依り認定セラレタノレ学校ヲ卒業シタノレ者 (r発達史」第4善幸， p.80，

第5巻， p.58，及び， p. 123-p. 124) 

19) r教育時論j第1264号『持率繍』大正9年5月29日。
20) この処置は，一般的に教員不足が問題とされていた持期でもあり「一年現役兵銅IlJによる教員不足を補

充するためとられたものではなかったかと恩われるが，今のところ吉正拠はない。問中は，大工E7年9月

より大IE10年6刃まで線内閣の陵箪大医であった。

21)邸中豪語-If'在郷将校に小学校教員たらむことを勤むJIr大成荷量主よりJp. 110 以下の引用は，すべて問
言語文に依る。

22)この予後備役将校の採用に対して， 和歌山県の小学校教師中堅手伝ーは「教育時言語J(第 1265号， 大IE9

年6月)で『小学校教育の家イじを排す』と題し，次のように批判している。

fl. 寧隊教育と小学校教育は根本的にちがっている。

2. T後備将校と云へば主事隊に於てさへ不適当として送車設させたものであるから小学校では尚不適当で

あること

3. 学識に於いても小学校教員として欠陥があること

4. 予後備将校に生活の保護を与へる為めの糊塗策として小学校教員に採用するのであるから小学校教

育は犠牲となること o

なほこれを軍人から見ても

5. 予後備将校を傷罪事したる方策であること

6. 予後備将校自身も小学校教員は余り翠まぬことJ

また同誌の康問記者は， If'短評』欄において， r……家人を教育上に振りまわすことは厳禁である。軍人
の仕事は人を殺すのであって，教師の仕事は人友生かすのである。両者は全く根本精神安呉する……J
さらに，前出中野論文では， r大波朝日」のコラムを次のように引用している。
「児童教育のやうな語塁側清新な人絡な持って初めて効果を望まれる仕事を表い魂と表い身体のみが効果

を挙げ得る仕事合陵箪でさへ使い古しと定められた人間に扱はせゃうとはーす解せない。寧i援の教育と

小学校の教育とは全然異う，軍隊教育は規律の訓練である。一定の僑条の体得が教育の主娘である。児

童教育は人間能力の発揮にある生活に対する順応にある。一定の信条の体得ではなく如何なるイ言条を選

ぶべきかの能力安賦与するにある。この点に於いて控室事士官は現役将校と量産も尚小学校教員としては無

能力者である。すくなくとも素人だJ
こうした批判の背景には， 1916 (大正5)年「中央公言語」に発表された吉野作造のいわゆる「窓政論

文」セ契機とする「大正デモグラシー運動Jの中からあがって来た「察部批判J(微温的ではあったが)
があった。 r中央公論Jr大波朝日新聞Jr東洋絞済新報」などのジャーナザズムが，箪部を批判し，
民衆と啓蒙するのに大きな役割合はたした。小論では指摘するだけにとどめておく。

23) r東京朝日新聞」大IE10年9月 18B， 28日付。
24) r大日本帝国議会誌j第13巻， p. 1273. 
25) r東京朝日新関」大IEll年8月四日付。
26)政友会は， 第46議会(大正 12年)に， 覧室政会， 革新倶楽部の支持のもとに， 第45議会の陵寧寧縮建
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議案の実行をせまる決議案を上程しながら， 自から，箪縮は終ったとして， この決議案を否決してし

まっTこ。

27)だからと雪って， 各党が主事総婆求をとり下げたとぎうわけではない。 I東京車目白新聞」大正13年8月

18日付， 8月29お付， 9月四日付には，慾政会， Jl主友会，革新倶楽部，三派統一案がそれぞれ報じら

れている。各党のよ主主主が揃わず統一署長をもつことが出来なかった。

28)大蔵省縞「明治大正財政史j第1巻， p. 459-p. 460. 

29) I教育持論j第1366号『持率繍J大正12年3月25臼。
30) I創立六十年Jp. 85-p. 86. 

31) I学混一成文望書J13。調会図番館憲政資料室講義。以下の引用は，間文警による。
32) I字混一成臼記J1. p. 464. 
33) I法令会審」昭和2年，第4号，法律問ート七号。

34) I兵役法施行令J第二十八条， I法令金書書」昭和2年，第 11号，勅令第330号。
35) I兵役法」第十条。

36) I法令全議JIltl和2年，第 11号，勅令第331号。
37)寧事普及会「最新下土上等兵勤務Jp.5，忠誠堂，大正8年。
38) I帝国教育j第508号，大正 13年 12Ji 0 

39)森有礼以来，最も「主事国主義的教育Jが普及していたと評価されて来た師範学校の体操科教員中の家人

出身者比率が最も低いのは主主目される。文部省が， 明治33年師範学校教員免許状競程以来，原則とし

て無免許の教員合師範学校に採用することを禁止して来たことの反映であろう。


